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（ポイント） 

英国（ＵＫ）は、イングランド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランドという４

つの「領域」から構成されている。英国においては、歴史的にみて、英国を構成する「領域」

（のいずれか）を単位として、英国内での当該「領域」の自律性（自治権、自決権）の確保を

求める主張がみられ、あるいは、英国からの分離独立運動が展開されてきた。そこで、本稿

は、英国が４つの「領域」によって構成されていることに着目し、ＥＵ離脱という新たな統

治課題に直面した英国の国家としての「一体性」について分析する。その際には、スコット

ランド等への「分権（devolution）」がどのように進展してきたか（あるいは緊張にさらされ

ているか）を確認することが有効であろう。 

ブレグジット・プロセスにおいて英国政府がとってきたスタンスは、「分権」の意義を没却

するものとしてスコットランド等の分権政府の批判の対象となった。英国政府と分権政府と

の「分権」に関する認識の齟齬は、英国の「一体性」を動揺させる要因となったといえよう。 

そのような「一体性」の動揺が観察できる事例として、2018年欧州連合（離脱）法や2020年
英国国内市場法の成立に至る過程における英国政府と分権政府の見解の対立等が挙げられる。 

「スコットランド独立の是非を問う住民投票を英国政府の同意なしに実施することはでき

ない」とする2022年11月の英国最高裁の司法判断によって、スコットランド独立という形で

の英国の「一体性」の「崩壊」の可能性は当面後退したといえるが、英国政府と分権政府の間

の信頼関係が醸成されている状況にはなく、英国の国家としての「一体性」を長期にわたっ

て確保できるか否かは、未決の課題として残っている。 

 

キーワード：英国（ＵＫ）の「一体性」、分権（devolution）、ブレグジット、セウェル習律

（Sewel convention）、2018年欧州連合（離脱）法、2020年英国国内市場法、ス

コットランドの独立の是非を問う住民投票 
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2019 年 12 月の英国庶民院総選挙の際に、ジョンソン首相率いる保守党の選挙キャンペーンに

おいて連呼されたのは、「ブレグジットを成し遂げよう（“Get Brexit Done”）」というスローガンだ

った。同選挙は保守党の地滑り的勝利に終わった。ただし、このことをもって、英国国民の大多

数が「ブレグジット（英国のＥＵからの離脱）」を支持していたと評価することは難しいであろう。 

 そもそも 2016 年 6 月に実施された、ＥＵ離脱の是非を問う国民投票からして波乱含みであっ

た。当該国民投票の結果は 51.9％対 48.1％で離脱支持票が残留支持票を上回ったが、その差は僅

差ともいうべきものであり、全体として国論を二分するような結果であった。この投票結果は、

英国として一致してブレグジットという新たな統治課題に取り組むことに相当な困難を伴うこと

を予感させるものであったといえよう。特に、Uberoi（2016）が、離脱支持票と残留支持票は英国

内全域にわたって均等に分布されていなかった 1と指摘している点は重要と思われる。離脱派多

数となったのはイングランド（53.4％対 46.6％）とウェールズ（52.5％対 47.5％）、残留派多数と

なったのはスコットランド（38.0％対 62.0％）と北アイルランド（44.2％対 55.8％）というように

投票行動が分かれたのである 2。 

イングランド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランドは、英国（ＵＫ）を構成する

４つの「領域」であるが、非対称的な形で「分権（devolution）」が進展してきた。ウェールズ、ス

コットランド及び北アイルランドには分権議会/政府が置かれ、それらは英国における重要な政治

的プレイヤーとなっている。これら４つの「領域」の間でＥＵ離脱の是非という根本的な問題に

ついて投票結果の相違がみられたことは、英国の国家としての「一体性」に一定の動揺を生じさ

せる契機となったとみることもできよう。現に、スコットランドは、「スコットランドがその意思

に反して、ＥＵから離脱させられたこと」をスコットランド独立の「論拠」の一つとしているの

である 3。 

 また、ブレグジットは、ＥＵの一員であることを前提としたこれまでの英国（ＵＫ）の統治の

在り方に変容を迫るものとなった。こうした新たな統治課題に直面する中で、英国政府は、（ⅰ）

英国の国家としての「一体性」の維持・確保と（ⅱ）分権議会/政府の「自律性（自治権、自決権）」

の尊重という２つの要請に応えなければならないという難題を抱えることになる。後述するよう

に、ブレグジット・プロセスにおいて英国政府が実際にとってきたスタンスは、分権（devolution）

の意義を没却するものとしてスコットランド等の分権政府の批判の対象となってきた。ブレグジ

ットを受けて英国の国家としての「一体性」にどのような変化が生じてきたかという問題は、実

に今日的なものといえるであろう。これが本稿の取り上げる主題である。 

 本稿の構成は、次のようになる。まず、英国の国家としての成り立ちについて確認した上で（２．

(1)）、英国（ＵＫ）を構成する「領域」であるスコットランド等への「分権（devolution）」の進展

 
 1  Uberoi (2016), p5. 
 2  Ibid. 
 3  本稿 p.50 参照。 

１．はじめに 



  
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2023 年 4 月 14 日（No.23-RP-01）         p. 3 

 

の状況等について整理する（２．(2)）。併せて、本稿における分析の前提となる英国の憲法原則等

（ブレグジットに関連するものが中心）を確認する（２．(3)）。 

 これらの基礎的な事項を確認した後、本稿では、主として、ブレグジットがスコットランド政

府と英国政府との関係にどのような影響を及ぼしたかといった問題に焦点を当てることとしたい。

（スコットランド国民党（Scottish National Party （ＳＮＰ））の勢力拡大等を背景として）スコッ

トランドにおける「自律性（自治権、自決権）」の確保の要請が高まるようになり、さらにはスコ

ットランド政府がスコットランド独立を希求する動きも継続していることがその理由の一つであ

る。 

まず、総論的な整理として、英国の国家としての「一体性」を維持・確保する観点から「分権

（devolution）」がどのような役割を果たしているのか（あるいは逆の効果をもたらしているのか）

を分析し（３．(1)）、スコットランド政府の「分権（devolution）」に対する考え方等を確認する（３．

(2)）。 

 次に、各論的な分析として、ブレグジットに関わる基本的な国会制定法の立法過程等において、

英国政府とスコットランド等の分権政府の間の「分権（devolution）」についての認識の齟齬等を観

察する。ここで取り上げるのは、ＥＵから「取り戻した」権限の所在と配分に関わる2018年欧州

連合（離脱）法と（４．）、英国国内市場の「一体性」の確保等を目的とした2020年英国国内市場法

である（５．）。 

 さらに、英国の国家としての「一体性」に関わるホットなイシューとして、スコットランド独

立の是非を問う住民投票を取り上げる。最初にブレグジット前の分権運動・独立運動と独立の是

非を問う2014年住民投票について確認し、特にＳＮＰの躍進とスコットランド分離独立問題との

関わりに注目する（６．(1)）。その上で、関連する最高裁判決の内容を確認しつつ、２回目の住民

投票の実施可能性等について整理する（６．(2)）。 

 最後に、全体のまとめとして「結び」を付することとしたい。 

 

２．英国の「国のかたち」とＥＵ 

 

(1) 英国の国家としての成り立ち 

英国については日本では「イギリス」4という呼称が用いられることが多いが、英国の正式な国

名は「グレートブリテン及び北アイルランド連合王国（United Kingdom of Great Britain and Northern 

Ireland）」である。英国は、イングランド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランドとい

う４つの「領域」5から構成される国家である。これらの「領域」は、歴史的にはそれぞれ別個の

 
 4  「イギリス」という呼称は（狭い意味で）「イングランド」を想起させる表現であることから、本稿ではその

呼称を使用せず、原則として「英国」（あるいは「連合王国」、「ＵＫ」）という呼称を採ることとした。 
 5  英国を構成する４つの「領域」（すなわちイングランド、スコットランド、ウェールズ及び北アイルランド）

は、英国が連合王国として成立しているという歴史的背景から、countries ないし nations と呼ばれることがあ

る（田中（2019），p.31［当該文献の脚注⑵］））。なお、田中（2019）は、領域に対して地域という場合には、

イングランド内の各リージョン（region）を指すものとしているが（p.31［当該文献の脚注⑶］）、本稿では、

「地域」という用語をより一般的な意味で使うことがある（例えば、英国を構成する地域（part）など。）。 
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国であった。そして、これら４つの「領域」が一挙に統合されて現在の「連合王国」が形成された

というわけではない。「イギリス」という呼称にしても、「おもに時代によって、イングランド、

イングランドとウェールズ、スコットランドを含めたグレイト・ブリテン、あるいは、さらに北

アイルランドを含めた連合王国など、多様な意味で使われているのが実情」6とされる。「ウェー

ルズがイングランドに併合されたのは一五三六年、スコットランドは一七○七年に、アイルラン

ドは一八○一年に併合されたから、それぞれの時期に『イギリス』という用語があらわす地理的

内実は変化したことになる」7、という点に留意が必要であろう。ここでは、イングランドと他の

「領域」との関係性等に注意を払いつつ、今日の英国（連合王国、ＵＫ）としての「国のかたち」

ができあがるまでの大まかな形成過程について確認しておきたい。 

 岩崎（2005）は、イングランドとウェールズの併合の性格等について、次のとおり、述べてい

る。 

 

 歴史的には、まずウェールズがイングランドに併合（1536年）された。ウェールズはすで

に13世紀にはイングランド王の支配下におかれていたが、独自色はもっていた。1536年の連

合法（イングランド議会の制定法）により、イングランド議会にウェールズから代表を送れ

るようになる一方で、イングランドの社会行政システムがウェールズに適用された。連合と

は名ばかりで、実際には同化までも射程に入れた併合であった。8 

 

このようなイングランドとウェールズの「併合」と異なり、岩崎（2005）は、イングランドとス

コットランドとの「連合（合同）」は、「対等な両者」の間のものであった、としている。岩崎（2005）

は、次のとおり述べる。 

 

 スコットランドは、1603年にイングランドとの同君連合となったが、統治機構は別のまま

であった。［中略］一方的にイングランド議会の制定法による「連合」であったウェールズの

場合と異なり、スコットランドとイングランドとの「連合」は、対等な両者の間で合意され

た連合条約・連合法（1706年）であり、1706年にイングランド議会が、1707年にスコットラン

ド議会が批准可決した。1707年にスコットランド議会が停止、イングランド議会にスコット

ランドからの代表を送る形で議会が一元化された。ウェールズの場合と異なり、スコットラ

ンドでは、それまでの社会システムは堅持された。9 

 

 その後、北アイルランドが今日の英国を構成する「領域」の１つとなるまでには、上述のウェ

ールズやスコットランドとも異なる複雑な経過をたどっている。単に北アイルランドがそれまで

 
 6  川北（2020），p.8.  
 7  同上。 
 8  岩崎（2005），p.127．なお、引用部分でいう「連合」は、岩崎（2005）が当該文献（第 4 章）で検討している

「連合（confederation）」とは別の意味で使われていることに留意する必要がある。岩崎（2005）は、英国の正

式国名（「連合王国」）には「連合という言葉が使われているが、実際の政治制度は単一制度」であり、国名と

実態（「各王国の王冠と議会をイングランドのそれに集約する単一化」）は乖離している、と述べている

（p.127）。 
 9  岩崎（2005），pp.127-128． 引用部分に含まれていた数字記号については、引用者の判断で省略した。 
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のグレートブリテンに加わったわけではない。また、今日のアイルランドでは、英国（ＵＫ）へ

の帰属を志向するユニオニストとアイルランドへの帰属を志向するナショナリストの対立等がみ

られるが、これも北アイルランドの複雑な形成過程を背景としているとみられる。この点に関連

し、松井（1994）は、次のとおり、述べている。 

 

 アイルランドは、12世紀以降イングランドの本格的な侵攻を受け、1800年まではイギリス

国王の属領であったが、同年の合同法によってそれまでの自治議会が廃止されるとともに、

「連合王国」を構成する一領域となった（1801年）。この合同はスコットランドとの合同の形

式に似てはいるが、その実質はイングランドによるアイルランドの併合であり、スコットラ

ンドの場合と異なって、合同の基礎となる条約も存在していない。このような事実上の植民

地状態に対する民族的・宗教的反発（アイルランド人の多くはカトリックであった）は根深

く、19世紀を通しての抵抗運動の結果、1922年、アイルランドの大部分は自治領（Dominion）

の地位を得てイギリスから分離し、さらには1949年には、コモンウェルス（Commonwealth）

からも離脱した独立の共和国となった。しかし、このとき、プロテスタント住民が多数であ

ることを理由に、北アイルランドをイギリスに残留させたことが、今日の北アイルランド問

題の原因となっている。10 

 

 このように、イングランドと他の３つの「領域」（ウェールズ、スコットランド及び北アイルラ

ンド）との間の関係性には、歴史的にみて違いがあることが観察できる。それでは、このような

歴史を辿ってきた英国という国家は、どのような「類型」の国家としてとらえることが妥当なの

だろうか。この問題は、本稿の主題にかかわる重要な論点といえよう。後述するように、スコッ

トランド、ウェールズ及び北アイルランドには分権政府（自治政府）が置かれている。これら分

権政府と英国政府の間で英国をどのような国家としてとらえるべきかという「国家観」について

の認識の齟齬がみられる場合には、英国の国家としての「一体性」に少なからぬ（負の）影響を

及ぼしかねない。これらのこの点に関連し、Jack et al.(2022)は、次のとおり述べる。 

 

国家は通常、単一の中央政府を有する単一制か、連邦政府と憲法上保護されたサブ・ナシ

ョナルな政府の両方を有する連邦制のどちらかであると説明される。英国はそのどちらの類

型にもぴったりおさまらない。英国の３つの分権地域（devolved parts）－スコットランド、ウ

ェールズ及び北アイルランド－は、保健（health）、教育及び環境のような広範な分権された

政策分野について自治権（autonomy）を有している。しかしながら、国会主権の原則は、この

自治権が英国国会の恩恵であることを意味している。分権政府（devolved administrations）は、

 
 10  松井（1994），pp.19-20．アイルランド南部 26 州が英国から分離、北部 6 州が英国に残留した結果、英国の

正式国名は、「グレートブリテン及び北アイルランド連合王国」に変わった（デイ・力久（2021），p.245．）。な

お、松井（1994）の分析はベルファスト和平合意や 1990 年末の分権改革等より前になされたものであり、引

用部分にいう「今日の北アイルランド問題」が本稿執筆時点での北アイルランドをめぐる問題と同一のもので

あるわけではないことに留意する必要がある。ただし、今日に至っても北アイルランド分権議会/政府がしばし

ば機能不全に陥るのは、引用部分に示されている北アイルランドの成立過程が背景となっているとみることが

できよう。 
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サブ・ナショナルな政府が伝統的な連邦制の憲法の下で有するのと同じ法的権利と保護を有

してはいない。 

英国がネイションの連合（a union of nations）とみられるべきか、単一国家とみられるべき

かという問題－したがって［英国の］構成地域の間の関係の性質－は、繰り返し議論のもと

となっている。たぶんもっとも重要なことに、意見は現在、４つの政府の間で分かれている。

スコットランド政府とウェールズ政府は連合という見解（a union view）を採っているが、英

国政府は単一［国家］という見解を採っており、北アイルランド執政府は内部で分かれてい

る。これが、４つの政府の間の適切な関係についての見解が異なる一因となっている。11 

 

 上述の分析において、英国をどのような国家としてとらえるべきかという「国家観」について

英国政府と３つの分権政府との間で認識が共有されていないこと（したがって４つの政府の間の

適切な関係はどうあるべきかについて見解が分かれていること）を指摘していることは、本稿の

主題との関係で示唆に富むものであるといえよう。本稿では、ブレグジット・プロセスでの英国

政府やスコットランド政府等の政治的実践を通じて英国政府と分権政府との間でどのような認識

の齟齬がみられるかを具体的に観察することとしたい。 

なお、英国が４つの「領域」（イングランド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランド）

から構成されていることは、各「領域」の対応する、４つの「歴史的・社会的・政治的に同質的な

バックボーンを有する人民集団」が存在することを意味するものではない。この関連で、英国に

おける「ネイション（nation）」12及び「ナショナル・アイデンティティ（ネイションへの帰属意識）」

について触れておきたい。デイ・力久（2021）は、「四つの領域とネイションがすっきりとした対

応をしていないことも、イギリスの大きな特徴である」、と指摘する13。デイ・力久（2021）は、

次のような点を挙げている。 

 

 イングランド、スコットランド、ウェールズはそれぞれネイションを有すると言えるかも

しれないが、北アイルランドには一つではなく二つのネイションが存在する。 

 ［北アイルランドでは、カトリックを中心としてアイルランド共和国との南北統一を求め

る］ナショナリストの多くがアイルランド・ネイションの一員という意識を持つのに対し

て、［プロテスタントを中心としてイギリスへの残留を求める］ユニオニストの大多数はイ

ギリス（British）・ネイションの一員という意識を有しているのである。 

 このイギリス・ネイションの一員というナショナル・アイデンティティは、北アイルラン

ド以外のイングランド、スコットランド、ウェールズでも見られる。その結果、イギリス

 
 11  Jack et al. (2022), p.31. 引用部分に出てくる「ネイション」という用語については、本稿脚注 12 参照。なお、

英国における分権（devolution）の状況等については、本稿２．(2)で整理する。 
 12  デイ・力久（2021）は、「日本語では国民あるいは民族と訳されるネイション（nation）について、イギリス

のネイションについてはどちらの訳語もしっくりこないことから、ここではネイションという表現をそのまま

使用することにする」（p.246）としている。文献等によっては、英国を構成する４つの「領域」（イングラン

ド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランド）を指して（４つの）nation という用語を使っているも

のもあり、文脈に応じて判断する必要がある（本稿脚注 5 参照。）。本稿では、原典において nation という用語

が使われているときは、原則として「ネイション」と訳すこととしている。 
 13  デイ・力久（2021），p.248． 
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は、一つの国家の四つの領域に五つのネイション、ナショナル・アイデンティティが存在

するという複雑な様相を呈しているのである。14 

 

上で引用したようなナショナル・アイデンティティをめぐる複雑な事情が、例えば、英国にお

いてスコットランド等の分離独立の動きの帰趨を見通すことを難しくしているとみることもでき

よう。例えば、すべて（あるいは大多数）のスコットランド人が、英国（ＵＫ）からのスコットラ

ンドの分離独立を希求するような単一のアイデンティティを有するというわけでは必ずしもない

ため、たとえスコットランド独立の是非を問う住民投票が実施される局面に至ったとしても、そ

れが独立の実現につながるとは限らないのである。 

 以上を踏まえ、本稿では、英国の国家構造に関する問題を考えるに当たって、基本的に、英国

（ＵＫ）が４つの「領域」（イングランド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランド）か

ら構成されていることに着目して分析を進めることとしたい。英国においては、歴史的にみて、

連合王国である英国を構成する「領域」（のいずれか）を単位として、英国内での当該「領域」の

自律性（自治権、自決権）の確保を求める主張がみられ、あるいは、英国からの分離独立運動が

展開されてきた。本稿では、特に、スコットランド等において英国国会/英国政府から立法権・行

政権を付与された分権議会/分権政府が設置されていることに注目する。次の項では、英国におい

て展開されてきたスコットランド等への「分権（devolution）」15とはどのようなものなのかについ

て整理する。 

 

(2) スコットランド等への「分権（devolution）」 

➀序 

 スコットランド等への分権（devolution）は、1970年代に労働党が既に提案していたが、実現に

は至らず、1990年代末に労働党のブレア政権の下で本格的な進展をみせた16。英国国会（連合王国

国会）の一定の権限が付与された分権議会がスコットランド、ウェールズ及び北アイルランドに

設置されたのである。これら分権議会の設置は、国会制定法（分権諸法）に基づくものであるが、

当該分権諸法の制定に先立ち、民主的正統性と迅速な法案成立を確保するためのレファレンダム

（住民投票）が行われたこと17は注目すべき点と思われる。また、分権の在り方は一様ではなく、

スコットランド、ウェールズ及び北アイルランドという３つの領域において「非対称（asymmetry）

な形で」行われたこと18も特徴的な点である19。さらに、分権事項の範囲が段階的に拡大されてき

 
 14  デイ・力久（2021），pp.248-249 より部分的に抜粋（箇条書きによる整理は引用者によるものであり、デイ・

力久（2021）が本稿のように項目を立てて引用部分を記載しているわけではない。また、［ ］内の補足も引

用者によるものである。）。 
 15  英国（ＵＫ）におけるスコットランド等への「分権（devolution）」自体は、ブレグジットより前に実現し、

進展してきたことに留意する必要がある。なお、devolution は、権限移譲又は権限委譲とも訳されるが、本稿

では原則として「分権」という訳語を用いることとする。 
 16  田中（2014a), p.94. 
 17  同上。 
 18  同上。 
 19  梅川・力久（2014）は、３つの領域に対する分権（権限移譲）の非対称性について、「スコットランド、ウェ

ールズ、北アイルランドへの分権が非対称的な形でなされたのは、改革を開始した労働党政権が連合王国の分

権に関する包括的な見取り図を用意していなかったからである。言い換えれば、三つの領域への分権は、それ
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たことも特徴的な点として挙げられよう（ただし、英国国会/政府は、英国（ＵＫ）のすべてにつ

いて最終的な権威（ultimate authority）を保持していること20に留意する必要があろう。英国国会

は、分権事項についても立法を行うことができる。）。以下、英国における分権（devolution）がど

のように発展していったのか、特にそれぞれの「領域」における分権（devolution）の在り方の相

違に注意を払いながら、素描することとしたい。 

 

②スコットランド及びウェールズへの分権（devolution） 

 スコットランドとウェールズへの分権（devolution）の在り方には、1990年代末の分権諸法の制

定時から大きな違いがあった。まず、分権諸法の制定に先立ち実施されたレファレンダム（住民

投票）において提示された設問の内容が異なっていた21。すなわち、スコットランドにおいてはス

コットランド議会の設置の是非と同議会が課税変更権を有することの是非が問われたのに対し、

ウェールズにおいてはウェールズ議会の設置の是非が問われたのみであった。スコットランドに

おける投票率は60.2％であり、そのうち74.3％が議会の設置を、63.5％が議会の課税変更権を支持

した。これに対し、ウェールズにおける投票率は50.1％であり、そのうち50.3％が議会の設置を支

持した。スコットランドとウェールズでは分権（devolution）に対する熱意に温度差があるように

もみえる結果であった。これらのレファレンダム（住民投票）を受けて、1998年スコットランド

法（Scotland Act 1988）と1998年ウェールズ統治法（Government of Wales Act 1998）が制定された。 

1998年スコットランド法に基づき、スコットランド議会は、スコットランドのための法律を作

る広範な権限を有するが、当該権限は、英国国会に留保されている事項（「留保事項（reserved 

matters）」）には及ばない22。留保事項には、例えば、王位（the Crown）、連合（the Union）、外交、

防衛等が含まれる（附則5条）。また、スコットランド議会には、1998年スコットランド法により

所得税の3％について域内の課税変更権が付与された23。スコットランド執政府（Scottish Executive）

は、議院内閣制をモデルとし、首相に相当する首席大臣（First Minister）その他の各大臣は議員の

中から選出され、議会に責任を負う24。その後、スコットランドへの分権（devolution）は拡大して

いく（2012年スコットランド法（Scotland Act 2012）は、特に課税と借入れの面において権限をさ

らに拡大した25。）。2014年にはスコットランドの独立の是非を問うレファレンダム（住民投票）が

実施されたが、主要国政政党による投票前の約束を受けて2016年スコットランド法（Scotland Act 

 
ぞれの状況に応じてアドホックに行われたのである」（pp.76-77）、と述べている。 

 20  Bradley et al. (2022), p.42. 
 21  本文中のレファレンダム（住民投票）関連の記述（設問内容、投票率、投票結果）は、田中（2019), p.60 を

参考とした。なお、田中（2019）は、連合王国を構成する各領域を対象とする referendum について、「連合王

国の憲法上の変容をもたらす意義があり、実施区域が限定された国民投票とも言い得るところ、住民投票の訳

を当て難い」として、「基本的にはレファレンダムということとする」という方針を示している（p.31［当該文

献の脚注⑴］）。本稿では、投票権を有する者が限定されることに着目して、「住民投票」という訳も用いるこ

ととした。 
 22  Bradley et al. (2022), p.43. 
 23  田中（2014b), p.51.   
 24  田中（2014b), p.51. スコットランド執政府は、2012 年スコットランド法に基づき、スコットランド政府

（Scottish Government）と改称された（See Bradley et al. (2022), p.44）。 
 25  Bradley et al. (2022), p.43.  2012 年スコットランド法によるスコットランド議会の権限拡大の具体的内容につ

き、松井（2018), p.72 参照。 
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2016）が制定され、スコットランドへの分権（devolution）が一層拡大された26。これは、スコット

ランドの分離独立を回避し、英国の国家としての「一体性」を維持するという文脈で分権

（devolution）の進展がみられた事例ととらえることができよう。実際、当該住民投票は反対票が

多数を占める結果となり、スコットランドは英国（ＵＫ）に残留することになった（本稿６．⑴

参照）。 

 これに対して、ウェールズへの分権（devolution）は、スコットランドとは異なる特徴を有して

いた。すなわち、1998年ウェールズ統治法に基づき、ウェールズ議会（the National Assembly for 

Wales）は、一種の執行機関（executive body）としてみられていた 27。ウェールズへの「分権

（devolution）」の特徴について、田中（2014a）は、次のとおり、述べている。 

 

ウェールズに対しては、第一次立法権と課税変更権は委譲されず、1998年ウェールズ統治法

により、一定の分野の第二次立法権（命令・規則などの委任立法の制定権）と行政権が委譲

された。権限委譲の方式についても、スコットランドとは異なり、ウェールズについては委

譲される権限を限定列挙する形が採られた。28 

 

その後の変遷を経たのち29、ウェールズへの分権（devolution）は、2017年ウェールズ法（Wales 

Act 2017）により、スコットランドのような留保権限モデルに変更されたが、スコットランドにお

いて適用されるものよりも多い留保事項リストが付されることになった30。 

 

③北アイルランドへの分権（devolution） 

 北アイルランドへの分権（devolution）の特徴的な点は、英国（ＵＫ）残留を望むユニオニスト

（主にプロテスタント）と分離独立（アイルランド帰属）を求めるナショナリスト（主にカトリ

ック）という２つのコミュニティの間の深刻な対立を背景としていることである31。 

 北アイルランドでは、スコットランドやウェールズとは異なり、1920年のアイルランド統治法

（Government of Ireland Act）に基づき、1921年から広範な立法権を持つ自治議会及び自治政府が

存在していた32。しかし、1960年代末からユニオニストとナショナリストの間の紛争が激化したこ

とにより、1972年に北アイルランド自治は停止され、英国政府の直接統治に移行することになっ

 
 26  See Bradley et al. (2022), p.43.  
 27  Bradley et al. (2022), p.46.  
 28  田中（2014a), p.95.  
 29  1998 年ウェールズ統治法を全面的に改正する 2006 年ウェールズ統治法（Government of Wales Act 2006）は、

ウェールズ政府をウェールズ議会から分離し、議会に責任を負うものとするものであった（田中（2014b), 
p.58）。なお、the National Assembly for Wales という名称は、2020 年セネッド及び選挙（ウェールズ）法

（Senedd and Elections (Wales) Act 2020）により、the Welsh Parliament （ウェールズ語では Senedd Cmyru）と改

称された。See Bradley et al. (2022), p.47. 
 30  Bradley et al. (2022), p.47. なお、ウェールズ議会への第一次立法権の付与は、2011 年のレファレンダム（住民

投票）における賛成多数を経て実現したものであることに留意する必要があろう（デイ・力久（2021), p.252 , 
田中（2019), p.60 参照。）。 

 31  田中（2014b), pp.52-53 参照。 
 32  デイ・力久（2021), p.250. また、1922 年のアイルランド自由国法によって南北の分裂が規定された（石見

（2012), p.19）。 
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た33。このような“devolution”の特徴について、石見（2012）は、次のとおり、述べている。 

 

このようにしてアイルランド独立の経緯と北アイルランドにおいて「最初の分権（first 

devolution）」が行われた過程について見ると、“devolution”の特徴が見えてくる。“devolution”

の基本的な性格は、プロビンスに一定の（他より強力な）自治権を認めることによって、国

からの分離・独立要求を抑え込む点にあった。この自治権は、英国議会（ウェストミンスタ

ー国会）が認めるものであり、事情によって、英国議会はその自治権を、付与した地域から

再び取り上げることができる権限を保持している。34 

 

 ここで注目すべき点は、「分権（devolution）」が、英国（ＵＫ）からの特定の「領域（地域）」の

分離独立を回避することを意図して行われたことである（結果としては、（北アイルランドは英国

（ＵＫ）に残ったものの）アイルランドを英国（ＵＫ）内にとどめようとした試みは失敗した。）。

また、「分権（devolution）」が、英国（ＵＫ）の統治秩序を維持する憲法原則である「国会主権の

原則」に沿った形で認められていることにも留意する必要があろう。 

 その後、北アイルランドでは1998年に和平合意（ベルファスト協定、聖金曜日協定）が成立し、

北アイルランドの住民投票とアイルランドの国民投票における承認を受けて、1999年に北アイル

ランド議会が設立された35。 

 北アイルランドへの「分権（devolution）」は、主要政党間の複雑な権力分有（power sharing）の

スキームによっている。北アイルランド議会での主要な決定（key decisions）はクロス・コミュニ

ティ・ベースで行われることとされている36。すなわち、一定の主要な決定は、（ⅰ）「平行同意

（parallel consent）」か、（ⅱ）「加重多数決（a weighted majority）」のいずれかによるものとされて

いる。前者は、議員の過半数の同意に加え、ユニオニスト/ナショナリストと指定された議員それ

ぞれの過半数の同意を必要とするものであり、後者は、投票した議員の60%以上の同意に加え、ユ

ニオニスト/ナショナリストと指定された議員それぞれの40％以上の同意を必要とするものであ

る37。 

 北アイルランド議会は、「除外事項（excepted matters）」でも「留保事項（reserved matters）」でも

ない「移管事項（transferred matters）」について、第一次立法権及び第二次立法権を有する。「除外

事項」（1998年北アイルランド法第2付則）には、例えば、王位、防衛、移民、選挙等が含まれ、

「留保事項」（同法第3付則）には、例えば、民間航空、テレコミュニケーション、消費者保護、デ

ータ保護等が含まれている。第2付則及び第3付則に掲げられていないものは、北アイルランド議

会に「移管」されたものとみなされるが、これには、健康・社会サービス、教育、農業、環境問題

等が含まれる38。 

 
 33  デイ・力久（2021), p.250. 
 34  石見（2012), p.21. 
 35  デイ・力久（2021), p.251. 
 36  Bradley et al. (2022), p.48.  
 37  Torrance (2022), p.10. 北アイルランド議会の議員は、同議会選挙後、自らを「ナショナリスト」、「ユニオニス

ト」又は「その他」と指定することとされている（Torrance (2022), p.9.）。 
 38  See Torrance (2022), pp.6-7. 
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 北アイルランド執行委員会（Northern Ireland Executive Committee、単に「執政府（the Executive）」

ともいう39。）は、首席大臣（First Minister）、副主席大臣（deputy First Minister）及び８名の省庁別

大臣（departmental ministers）から成る40。首席大臣と副主席大臣は共同して執政府を率いる41。当

初、首席大臣及び副首席大臣は北アイルランド議会によって選出されていたが、今では、2006年

のセント・アンドルーズ合意（the 2006 St Andrews Agreement）とそれに続く立法に基づき、それ

ぞれ、最大の政治グループ（political designation）の最大政党と、二番目に大きい政治グループの

最大政党から選ばれている42。そして、仮に首席大臣又は副首席大臣が辞めた場合には、もう一方

も自動的に執政府を去らなければならないこととされている43。 

 このように、北アイルランドへの「分権（devolution）」には、「権力分有の原則」が制度的に組

み込まれており、政党が権力を分有し、共同で統治することに合意できなければ、北アイルラン

ド議会は機能不全に陥ってしまう44。北アイルランドの帰属の問題は「妥協」を見出すことが困難

な性格なものであることから、北アイルランドにおける「分権（devolution）」のスキームは、打開

困難な行き詰まりを招きかねないという問題を内包しているといえよう。現実に北アイルランド

議会の機能はこれまで何度も停止を繰り返しているのである。 

 

(3) ブレグジットに関連する英国の憲法原則等 

 以上のように、「分権（devolution）」の進展を通じて、英国（ＵＫ）を構成する４つの「領域」

のうち３つの「領域」に一定の事項についての「自治権」を有する分権議会/政府が置かれること

になった。このような「分権」は、各「領域」の分離独立を抑え、英国の国家（連合王国）として

の「一体性」を維持する意図をもって、レファレンダムを用いながら行われた45。一方で、「分権」

は、スコットランド等が（スコットランド人民の意思を反映する形で）英国国会/政府とは異なる

政治的意思を発信し、分権事項について独自の政策決定をすることができるような制度的な環境

を整える側面もあるといえるだろう。このことが、例えば、スコットランドの分離独立の動きを

かえって強めることにつながる可能性もあろう。スコットランドにおける「分権（devolution）」が

英国の国家としての「一体性」を高めるものなのか、それとも弱めるものなのかという論点につ

いては、次章以降で取り上げることとしたい（特に本稿３．(1)参照。）。 

ここで、スコットランド等の各論的分析に入る前に、英国（ＵＫ）の統治構造を規律する英国

憲法がどのようなものであるかについて言及しておきたい。以下、英国の国家としての「一体性」

を考える上で重要と思われる「国会主権の原則」を中心に、英国（ＵＫ）の憲法の特徴を簡単に

述べる。 

 英国はしばしば「不文憲法」の国といわれることがあるが、厳密にはそのような表現ではとら

えきれないところがある。確かに単一の「成文憲法典」の形にはなってはいないが、国会制定法

 
 39  本稿では、北アイルランドの「執政府（the Executive）」を「北アイルランド政府」と呼ぶことがある。 
 40  Torrance (2022), p.12. 
 41  Ibid. 
 42  Ibid. 
 43  Torrance (2022), p.13. 
 44  See Bradley et al. (2022), p.48.  
 45  田中（2019), p.56 参照。 
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のように成文化されているものもある46。そこで、英国憲法は、しばしば「一部成文化されている

が、全く法典化されていない（partly written and wholly uncodified）」と表現されることがある47。 

 そのような英国憲法の主要な原則の一つに「国会主権の原則」がある。「国会主権の原則」は、

国会を英国における法的最高権威（the supreme legal authority）と位置付けるものであり、国会は

いかなる法も制定あるいは廃止することができるとするものである。一般的に、裁判所は国会で

制定された法を覆すことはできず、いかなる（前の）国会も後の国会が改正できない法を制定す

ることはできない48。 

とはいうものの、英国国内外の政治的な進展（developments）を反映する形で、国会は、「国会

主権の原則」の適用を制限（limit）する法を制定してきた。英国国会（ＵＫ議会）は、そのホー

ムページの中で、そのような「政治的な進展」には、（ⅰ）スコットランド議会やウェールズ議会

（Senedd Cymru）のような機関への分権（the devolution of power）や、（ⅱ）1988年人権法、（ⅲ）

英国の1973年におけるＥＵ［ＥＣ］加盟、そしてその後の2020年における離脱、（ⅳ）2009年にお

ける英国最高裁設立の決断が含まれる、としている。その上で、このような「進展」は、「国会主

権の原則」を根本的に損なうものではないとされる（少なくとも理論的にはこれらの変化を実施

するいかなる法も廃止することができるという。）49。この中で、スコットランド議会等への「分

権」が「国会主権の原則」を「制限」することにつながる政治的進展の例に挙げられていること

は、注目に値する。スコットランド等への分権と「国会主権の原則」との折り合いはどのように

つけられてきたのかという点に注目して、分権諸法制定後の政治的・司法的実践等をみていくこ

とが有用と考える。 

 それでは、英国がＥＣ/ＥＵの構成国となったことによって、「国会主権の原則」はどのような

影響を受けたのであろうか。英国は、国内法と国際法との関係について二元論を採る。これは、

「条約に決めた内容はあくまでも国際面（国家間）でのみ通用し、国内面（国と人民の間、ある

いは国内の人民間）には、国会が立法等を通して国内での法として効果を認めなければ適用され

ない」というものである50。一方で、英国がＥＣに加盟する前に、ＥＣ/ＥＵにおいては「直接効

果の法理」と「ＥＵ法の優位性の原則」が判例法として確立していた。「直接効果の法理」は、「Ｅ

Ｕ法は、上はＥＵ設立諸条約から下は規則・指令・決定などのＥＵ立法にいたるまで、明確で無

条件の条文はそのままで国内立法など要せずに各国の人々にＥＵ法上の権利や義務を直接に生じ

る」というものであり、「ＥＵ法の優位性の原則」は、「直接効果があるＥＵ法と矛盾抵触する各

国法があるときは、ＥＵ法がつねにあらゆる各国法に優先的に適用される」というものである51。 

 そこで、英国は、1972 年欧州共同体法（European Communities Act 1972）を制定し、ＥＵ法（Ｅ

Ｃ法）について、将来制定されるものも含め、包括的に国内法として受け入れることとした。た

 
 46  中村（2017）は、「成文憲法典のないイギリスにおいて統治秩序を維持する憲法原則は、制定法、判例法、政

治慣習の中に断片的に散在して表現されている。最も特徴的なのは、その憲法原則の変更は、名だたる改正手

続などをへず、政治の実践や判決の中での判事の法の捉え方など、日々の実践の中で生じるという点である」

と述べている（p.100、「要旨」）。 
 47  UK Parliament Home Page.  <https://www.parliament.uk/about/how/role/sovereignty/> (accessed 2022-08-11)  
 48  Ibid.  
 49  Ibid.  
 50  中村（2017), p.104. 
 51  中村（2017), p.105. 
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だし、そうなると、ＥＣ/ＥＵ加盟後、国会がＥＵ法（ＥＣ法）と矛盾抵触するような立法を行っ

たときに悩ましい事態に直面し得る。というのも、いつの国会も無制限の立法権をもつという「国

会主権の原則」を貫徹すれば、後法である国会制定法が前法である 1972 年欧州共同体法に優先し、

ＥＵ法違反の事態が発生しかねないからである。 

上記の論点をめぐっては、英国の貴族院上訴委員会（＝今日の英国最高裁判所に相当する機関）

が、ファクタテイム事件に係る 1991 年の判決で、1972 年欧州共同体法が後法により黙示的に覆

されることはないとの判断を示した。かくして、「国会主権の原則」は（部分的に）変容すること

になったとみることができる。ただし、それでもなお、「国会主権の原則」は完全に放棄されたわ

けではない。当該判決の含意は、「1972 年法を根拠にＥＣ法を（それに反する制定法よりも）優先

して適用するが、後の国会が明文でハッキリと 1972年法を覆すときは別だ」ということである 52。

その後、実際に、ブレグジットの過程で同法は廃止されることになった（2018 年欧州連合（離脱）

法による。）。 

 それでは、英国がＥＣ/ＥＵに加盟したことによって立法権の配分にどのような変化が生じたと

いえるのであろうか。この点に関連し、中村（2020）は、Miller (No.1) 事件53に係る判決は「1972

年法はＥＵ加盟による立法権の配分を行い英国法の一部にＥＵ法という新たな法源を加える憲法

変更をした特殊な制定法であると評価した」とし、続けて次のように述べる。 

 

かくして英国では、ＥＵから脱退する段になって初めて、1972年法とそれを通して国内に導

入されるＥＵ法は、英国法において上位法の地位にあり、国会が明示的な明確な意思でそれ

らを改廃しない限り、裁判所は当該上位法を優先適用する、という憲法体制に変化していた

ことが明らかにされたのであった。明示的な意思でＥＵを脱退し、また1972年法を廃止でき

るという「究極の」国会主権は残るとも表現できるが、現実には経済活動の自由や規制を中

心に広範囲の立法事項がＥＵ法の影響を受けていたから、ＥＵ加盟による立法権力の配分は

重大なもので、権力の配分事実からすれば、国会は多くの立法事項について究極の決定力は

もちえなかった。しかし、英国法上はあくまでも直接効果のあるＥＵ法を含め、それを「正

統の」法として承認する権威は国会にあり続けたといえる。54 

 

 ここで注目したいのは次の２点である。第一に、ＥＣ/ＥＵ加盟は、「国会主権の原則」に変容

を迫るものであったが、ＥＵ法を国内法として受け入れる（正統性を与える）権威は国会にある

という意味で「国会主権の原則」は堅持された、という点である。第二に、事実上の立法権力の

配分という観点からは、英国国会は「多くの立法事項について究極の決定力はもちえなかった」、

という点である55。1990年代末から「分権（devolution）」の本格的進展がみられたのは、まさに英

国がＥＵの構成国であった時期であった。これらの点を背景として、いざ英国のＥＵ離脱を実現

 
 52  中村（2017), p.107. 
 53  2016 年の国民投票におけるＥＵ離脱支持多数を受けて、英国のＥＵ離脱（脱退）の意思を欧州理事会に通知

するに当たり、当該通知を政府の一存でできるか、国会制定法による承認を必要とするかが争われた。 
 54  中村（2020), p.118. 
 55  この点に関連し、ＥＵと構成国との立法権限配分については、例えば、中村（2019), pp.88-90 参照。 



  
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2023 年 4 月 14 日（No.23-RP-01）         p. 14 

 

に移すこととされたときに、ＥＵから「返還」される立法権限の配分の問題が浮上したことに留

意する必要があろう。スコットランド議会等に対して「分権（devolution）」が行われてきた事項と

ＥＵが立法権限を有していた政策分野が「交差」するところに特に焦点が当たることになったの

である。 

 

３．スコットランド（総論） 

 

(1) 英国の国家としての「一体性」と「分権（devolution）」 

 前章においては、英国の「国のかたち」やＥＵとの関係にかかわる基本的な事項を整理してき

た。本章以降では、これまで述べてきたことを踏まえ、英国（ＵＫ）からの分離独立の動きが強

まるスコットランドを取り上げ、英国の国家としての「一体性」をめぐる状況を観察・分析する

こととしたい。 

 既に触れたように、スコットランド等においては、分権議会/政府が置かれるなどして、「分権

（devolution）」が進展してきた。このような「分権（devolution）」は、英国（ＵＫ）を構成する「領

域」の分離独立の動きなどを抑え、国家としての「一体性」を高めてきたといえるのであろうか。

それとも逆に、英国（ＵＫ）の「一体性」を揺るがす要因となっているのであろうか。この点は、

英国（ＵＫ）の「一体性」を扱う本稿において根底に流れる基本的な問題意識の一つである56。 

 「分権（devolution）」が英国（ＵＫ）の分解につながるおそれがあるのではないかという論点は、

これまでも取り上げられてきた。例えば、Bradley et al.(2022)は、スコットランドへの「分権

（devolution）」に関する記述の中で、次のとおり、分析している。 

 

分権（devolution）を批判する者は、それは、価値あるものであるには少なすぎる自律性

（autonomy）を与えるリスク、あるいは絶えず拡大する権限への願望をあおるリスクを生み

出す本質的に不安定な構造である、と主張する。2009年に、Kenneth Calmanが委員長を務めた

超党派委員会は、スコットランドへの分権（devolution）の制度の改正の必要性を報告した。

当該報告書は、分権（devolution）は、「真の成功」であったし、英国（ＵＫ）が、その連合構

造の非対称性にもかかわらず、高度に一体化した経済を享受したのは、スコットランドの利

益になった、と結論付けた。2014年レファレンダムにおける独立の決定的な否決は、その主

張への本質的な同意を示すもののようにみえた。しかしながら、ブレグジットに係るレファ

レンダムとプロセスによって生じた、政治上・憲法上の過熱した雰囲気は、分権（devolution）

は－2016年スコットランド法がもたらした大規模な更なる分権（devolution）でさえも－それ

だけでは十分な答えを提供することができないことを意味している。ＥＵを離脱することは、

スコットランドがもはやＥＵの完全な一員でない英国内にとどまることに同意するかどうか

という長期的な懸念を生み出すだろう。57 

 
 56  ただし、本稿の主題は、ブレグジットとの関係に焦点を当てるものであることから、基本的に観察・分析の

対象は、より絞られる。 
 57  Bradley et al. (2022), p.46.  
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 上で引用した部分は、ブレグジット・プロセスにおける英国の統治問題を浮き彫りにしたもの

といえる。英国（ＵＫ）の「一体性」の維持という観点からみた「分権（devolution）」の位置づけ

は、それぞれの「領域」ごとの政治的・社会的な情勢に応じて時の経過とともに変わっていく、

という点に留意する必要があろう。もとより「分権（devolution）」自体が非対称的（不均一な）も

のであり、また、一回の「改革」で完結するような事象ではないことは前章でも確認してきたと

ころである。それに加えて、英国がブレグジットという新たな統治課題に直面することで、「分権

（devolution）」を含む英国の基本的な国家構造の在り方が改めて問われることになったといえる

のではないだろうか。「分権（devolution）」は「それだけでは十分な答えを提供することができな

い」という指摘は非常に示唆的である。スコットランド等の分権機関の権限を拡張することによ

って独立等の気運を抑え込むことには限界があろう。その一方で、これまで進展してきた「分権

（devolution）」の歴史を「逆行」するような道筋をたどることも現実的なものとは言い難く、例え

ば分権議会の立法上の権限を著しく縮小するような選択を採ることには多大な困難が伴うことが

想定されよう。ブレグジット・プロセスを通じて浮上した、ＥＵから「取り戻される」権限の英

国国国内における配分の問題やＥＵとの将来的な関わり方の問題は、スコットランドのみならず、

分権議会/政府が置かれているウェールズや北アイルランドにもかかわるものといえよう。 

 

(2) スコットランド政府の「分権（devolution）」に対する考え方等 

ブレグジット・プロセスにおいて生じた統治上の課題について、スコットランド等の分権政府

も満足するような「答え」を見出すことは容易ではない。その要因としては、スコットランド政

府58と英国政府の「分権（devolution）」に対する考え方に齟齬が生じていることが挙げられる。そ

して、この背景には、両政府の有する「憲法観」（特に「国会主権の原則」をどう評価するか）の

違いがあるということができよう。「憲法観」の違いは、英国をどのような国家とみるべきかとい

う「国家観」と密接にかかわることから、問題はより根深いものであると考えられる。このこと

は、スコットランド政府が公表した文書において観察することができるところ、ここで紹介する

こととしたい。 

 2021年3月、スコットランド政府は、『ブレグジット後：英国国内市場と分権（AFTER BREXIT: 

The UK Internal Market & Devolution）』と題する文書59（以下、「2021年スコットランド公表文書（分

権）」という。）を公表した。2021年スコットランド公表文書（分権）は、次のとおり、スコットラ

ンドに利益をもたらしてきた「分権（devolution）」がとりわけブレグジット・プロセスにおいて損

なわれてきたことを主張している。 

 

 
 58  本稿ではスコットランド政府の考え方等に焦点を当てて分析を進めているが、スコットランド政府の考え方

や活動は、必ずしもスコットランド人民すべての意見を反映するものではないことに留意する必要がある。そ

のことは、スコットランド政府を率いるスコットランド国民党（ＳＮＰ）はスコットランド独立を目指して活

動しているが、スコットランド議会を構成するその他の政党の中には独立を支持しない政党も存在することに

も表れている。スコットランドにおける政治状況については、スコットランドの分権運動・独立運動の展開を

確認する文脈で言及することとしたい（特に本稿 p.45 以降）。 
 59  Scottish Government (2021).  
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1997年、スコットランドの有権者は、スコットランド議会を設置することを74％対26％の票

差で決した。いかなる評価においても、分権（devolution）はスコットランドに利益をもたら

すものであった。それは、以前より必要とされていた自律性（autonomy）と自治（self-government）

の手段を提供し、中央集権（centralisation）と均一性（uniformity）が政策の一貫性と経済成長

の必要条件ではないことを証明した。土地改革から公衆衛生に至るまで、スコットランドに

とって長期にわたって重要な問題は、スコットランド議会によって取り組まれてきた。スコ

ットランドの人民に関わる決定は、スコットランドの人民に近くでなされるものであり、民

主的に選ばれ、説明責任のある議会によってなされるものである。（1段） 

 

にもかかわらず、分権（devolution）は、一部では、［複数の］ネイションの自主的な政治的連

合（union）ではなく「単一国家（unitary state）」と誤ってみなされた政体（polity）において

は、常に修正されるべき問題（a problem to be fixed）であった。（2段） 

 

ＥＵからの離脱はこの見解の意味するところを表面化したが、英国国内市場法はその制度化

に当たるものである。（3段） 

 

本ペーパーが明確に示しているように、ＥＵレファレンダム［＝ＥＵ離脱の是非を問う国民

投票］以来、「支配力の取戻し（taking back control）」とは、ますます、分権機関（devolved 

institutions）から支配力（control）と自律性（autonomy）を取り上げることを意味するように

なってきた。（4段） 

 

一つの重要な例を挙げれば：2016年12月、スコットランド政府は、ブレグジットのリスクを

最小化・軽減し、分権（devolution）を保護し促進するための方法を提案した。しかしながら、

英国政府は、異なるネイションにおける異なるレファレンダムの結果に折り合いをつけるた

めのこれらの提案を議論することさえも拒否した。そのかわりに、2017年の初めに、ランカ

スター・ハウス演説において、当時の首相であるテリーザ・メイは、スコットランドの提案

に正面から反して、ＥＵの離脱は英国自体をＥＵの単一市場と関税同盟から離脱させること

を必要とすると一方的に発表した。（5段） 

 

 上で引用した記述をみるに、「分権（devolution）」に係るスコットランド政府の見解は、英国を

「複数のネイションの自主的な政治的連合（union）」とみなす「国家観」に立脚したものといえよ

う（1段、2段）。一方で、スコットランド政府は、英国政府が英国を「単一国家」であるとみなす

「国家観」を有していることを示唆しており（2段）、英国政府がそうした考え方に立って「分権

（devolution）」の意義を損なう政策を展開していることを批判しているとみられる（2段）。そして、

ブレグジットによってこのような問題が顕在化したと主張し、その裏付けとなる事例を挙げてい

る（3～5段）。 

 このような考え方は、スコットランド政府が2022年7月に公表した『独立を通じた民主主義の更
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新（Renewing Democracy through Independence）』と題する文書60（以下、「2022年スコットランド公

表文書（デモクラシー）」という。）においても観察できる。2022年スコットランド公表文書（デ

モクラシー）は、「 本ペーパーは、スコットランドに関する決定は私たち自身の独立した議会を

通じてスコットランドに住む人民によって最もうまくなされる、という基本的な信念に基づいて

いる」61と表明している。このような「信念」は前述の2021年スコットランド公表文書（分権）

（AFTER BREXIT: The UK Internal Market & Devolution）にも共通するものであり、スコットランド

政府の一貫したスタンスが表れているとみることができよう。2022年スコットランド公表文書（デ

モクラシー）は、次のように述べる。 

 

英国は、－少なくともこれまでは－複数のカントリーの自主的な連合（a voluntary union of 

countries）とみなされてきた。スコットランドは、ネイション（a nation）であり、単一国家（a 

unitary state）の地域（region）ではない。それゆえ、自決（self-determination）の原則に沿って、

スコットランド人民は、自分自身の将来を決定する権利－「スコットランドのための権利の

請求（the Claim of Right for Scotland）」の言葉では－我々のニーズに最も適した政府の形（the 

form of government）を選択する権利を有するのであり、［それは］独立国家となるか否か［を

決定する権利］を含んでいる。62 

 

 このことから、スコットランド政府は、英国は「複数のカントリーの自主的な連合（a voluntary 

union of countries）」であるという「国家観」に立脚し63、「スコットランド人民は、自分自身の将

来を決定する権利」を有すると主張している、と整理することができる。また、このようなスコ

ットランド人民の自己決定権に関する主張は、スコットランドにみられる「人民主権」の観念の

表現の一つであるという解釈も可能と思われる（スコットランドにみられる「人民主権」の観念

については後述64。）。 

一方で、スコットランド政府は、英国の憲法制度の下では自分たちの主張が十分に保証されな

いという認識を有しているとみられる。2022年スコットランド公表文書（デモクラシー）は、英

国の憲法上の制度が「英国国会の無制限の主権に基づいている」と指摘し、その結果として、「ネ

イションとしてのスコットランドの現実と、ここに住んでいる人民の見解がどのようなものであ

ってもスコットランドのための決定をする権利を主張するウェストミンスターの制度との間には

明らかな不整合（misalignment）がある」と主張する65。当該文書は、続けて次のように述べる。 

 

この不整合を増すのは、スコットランドが何度も経験している「民主主義の赤字（the 

democratic deficit）」である。 

英国政府は、しばしばスコットランドにおける投票数の小さい割合から選ばれている。非

 
 60  Scottish Government (2022b).  
 61  Scottish Government (2022b), p.7. 
 62  Ibid. 
 63  See Scottish Government (2022b), p.15. 
 64  本稿 pp.45-47 参照。 
 65  Scottish Government (2022b), p.7. 下線部は引用者による。 
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公選の貴族院や英国の総選挙の単純小選挙区制（the First Past the Post voting system）のような

英国の制度の特徴は、この民主主義の赤字を増大させるものである。 

分権（devolution）は、スコットランドに自国の政策問題（domestic issues）に及ぶ広範な権

限を与えることでこの民主主義の赤字に対応してきた。しかしながら、本ペーパーは、2016

年におけるＥＵレファレンダム以来、ウェストミンスターの権威（Westminster authority）の自

己主張（assertions）がより顕著になってきたことを明らかにする。分権（devolution）は、ウ

ェストミンスターの政府［＝英国政府］の行動や決定、例えば、スコットランド議会の同意

なく分権事項（devolved matters）に関する法律を成立させることや主要な分野において付与

された権限（devolved powers）を制限することによって、－間違いなく意図的に－弱められて

いる。66 

 

 上の記述からは、スコットランド政府が、英国の憲法制度に由来する「民主主義の赤字」に対

応する手段として「分権（devolution）」を評価していることが示唆されよう。そして、特に2016年

以来、英国政府によって「分権（devolution）」のそのような機能が弱められてきたことにスコット

ランド政府が懸念を感じていることが観察される。 

また、2022年スコットランド公表文書（デモクラシー）は、「スコットランドを［複数の］ネイ

ションの連合内の一つのネイションであるとする見解（The 'Scotland as a nation within a union of 

nations' view）」と対比される「ウェストミンスター主権という見解（The 'Westminster sovereignty' 

view）」について、次のとおり述べている。 

 

もう一つの見方は、英国は「ウェストミンスターが単にスコットランド、ウェールズ及び

北アイルランドに権限を単に『貸している』だけであり、いつでもそれを取り戻すことがで

きるところの単一国家（a unitary state）である」、というものである。それは、ウェストミン

スター［＝英国国会］が法的制約なく行使できる「無制限の主権（unlimited sovereignty）」を

有し、いかなる国会も後の国会（its successors）を拘束することができないという英国の憲法

制度の一部である。この考え方（doctrine）は、スコットランド法［原注：1998年スコットラ

ンド法28条参照］にも示されたものであり、それは、分権（devolution）は分権事項及び留保

事項のすべての事項についての英国国会の権限に影響を及ぼさないことを明らかにした67。 

 

 上の記述から、「国会主権の原則」に対してスコットランド政府が批判的な姿勢をとっている背

景には、スコットランド政府と英国政府の立脚する「国家観」の相違があることがうかがえる。

また、スコットランド政府が「分権機関の立場の『脆弱性』は英国の憲法制度に内在する問題で

ある」という見解に立っていることが読み取れるといえよう。そして、このような見解が「独立

がスコットランドの民主的な機関（institutions）を更新し（renew）、スコットランド人民の声を尊

重し、またスコットランドの民主的な将来を確保する唯一の現実的な道である」68という主張の基

 
 66  Ibid. 
 67  Scottish Government (2022b), p.14. 
 68  Scottish Government (2022b), p.7. 
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本的な「論拠」となっていると思われる。 

それでは、2022年スコットランド公表文書（デモクラシー）において、スコットランド政府は、

ブレグジット・プロセスにおける「ウェストミンスターの権威」の在り方をどのように評価して

いるのであろうか。当該文書は、ＥＵ離脱の是非を問う国民投票が実施された2016年を境に英国

政府/国会の態度・行動が変容したことを、次のとおり、示唆している。 

 

英国の憲法制度のこれらの本来的な特徴にもかかわらず、2016年までは、英国が、「その構

成部分が異なる憲法上の合意や権利を享受できるマルチナショナルな国家」として、その自

主的な連合（voluntary union）内でスコットランドの民主的に表明されたアイデンティティが

尊重されつつ機能することができるであろうと論じるいくらかの理由があった。この制度は、

ウェストミンスターの政府や国会がその権限の行使に当たって自制心を働かせることと、下

のボックスで示されるように、分権機関にとって非法律的な（non-legal）セーフガードをもた

らすセウェル習律（the Sewel Convention）に従うことに依存している。 

しかしながら、2016年以来、英国（ＵＫ）の制度内の根底にあるウェストミンスターの権

威は一層目立つようになり、より強く主張されるようになって、こうした連合についての見

解（this view of the Union）の範囲内でスコットランドのナショナルな自治（national self-

government）のいかなる手段をかなえることや確保することの困難さが明らかになった。69 

 

スコットランド政府は、「ウェストミンスターの権威」が顕著になってきた例として、英国国会

がスコットランド議会の同意なしに分権事項について（スコットランド議会の権限を制限する）

立法を繰り返してきたこと等を挙げている70。このように英国政府とスコットランド政府との間

で分権（devolution）の意義等に関する認識の齟齬がみられることは、英国の国家としての「一体

性」を維持する上でネガティブな要因となっているといえるのではないか。より具体的に、ブレ

グジットを契機としてスコットランド政府がどのような主張を展開してきたのかを確認・分析す

ることが有用であろう。 

 そこで、以下では、ブレグジット・プロセスにおいてみられた個別の事象（ブレグジットにか

かわる基本的な国会制定法の立法過程等）を分析対象とし、スコットランドの分権議会/政府と英

国国会/政府との間のダイナミズム等を確認していくこととしたい。 

 

４． スコットランド等と 2018 年欧州連合（離脱）法 

 

(1) 提出法案の目的と内容等（英国政府の立場等） 

➀2018 年欧州連合（離脱）法の成立過程等（概要） 

ＥＵ離脱の是非を問う2016年国民投票の実施、2017年欧州連合（離脱通知）法の制定を経て、

 
 69  Scottish Government (2022b), pp.14-15. 引用文中の「下のボックス」については、本稿では訳出していない。セ

ウェル習律（Sewel convention）については、本稿 pp.24-26 参照。 
 70  See Scottish Government (2022b), p.15.  
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メイ英国首相（当時）は、2017年3月29日、ＥＵ条約50条2項に基づき欧州理事会に対して英国が

ＥＵから離脱する意思を通知した。これをもって英国のＥＵ離脱に向けた英ＥＵ間の離脱交渉が

開始された。このような文脈において、（ⅰ）2017年3月30日、英国政府は、ＥＵ離脱のための立

法上の課題へのアプローチを示した白書71（Legislating for the United Kingdom's withdrawal from the 

European Union、以下「2017年白書」という。）を公表し、（ⅱ）2017年7月13日、欧州連合（離脱）

法案72を庶民院に提出、（ⅲ）当該法案は、国会審議における修正を経て、2018年6月26日、女王裁

可を得て2018年欧州連合（離脱）法73として成立した74。以下では、まず、2017年白書の骨子等を

紹介した上で欧州連合（離脱）法案の内容を確認し（４．(1)）、分権機関の権限内の問題に関する

立法がされる場合にとられる手続について述べたのち（４．(2)）、特に分権（devolution）との関係

でどのような問題が生じたかを中心に当該法案の審議経過等を観察することとする（４．(3)、(4)）。 

 

②2017年白書（Legislating for the United Kingdom's withdrawal from the European Union） 

 2017年白書は、ＥＵ離脱に向けて提出する予定法案を「大廃止法案（Great Repeal Bill）」と呼称

している。2017年白書によれば、大廃止法案は、（ⅰ）「支配力を取り戻す（take back control）」と

いうブレグジットの「眼目」を達成するために1972年欧州共同体法を廃止することを出発点とし、

（ⅱ）それによって英国法制に空白ができることを回避し、ＥＵ離脱前後の法的連続性を確保す

るためにＥＵ法を英国法に「転換」することを基本線として、（ⅲ）ＥＵ法の英国法への単なる「転

換」では解決されない問題点に対応するために、第二次立法をする権限を創設するものである、

と整理される（1.24段）。既存のＥＵ法体系を国内法に「転換」し、その後は英国国会（そして、

適切な場合は分権議会）が「転換」された法のどの部分を維持・修正・廃止するか決定できるよ

うにするという英国政府の「包括的なアプローチ」は、「一般的なルールとして、それまでと同じ

ルールや法律がＥＵ離脱後も適用されることを確保する」、とされる（1.12段）。このようなアプロ

ーチは、欧州連合（離脱）法案においても踏襲されている。 

 なお、2017年白書には、大廃止法案と分権（devolution）との関わりについての記述があること

が注目される。これは、ブレグジット後の分権（devolution）の在り方についての英国政府の考え

方を知る手がかりとなろう。2017年白書は、次のように述べる（下線は、引用者によるもの）。 

 

英国国内の憲法上の編成（constitutional arrangements）は、英国が1973年に欧州共同体に加盟し

て以来発展してきた。現在の分権合意（devolution settlements）は、英国が現在のＥＵの構成国

となった後に了解されたもので、その文脈を反映している。それゆえ、分権合意（devolution 

settlements）は、ＥＵメンバーシップ［＝英国がＥＵの一員であること］を前提としている。（4.1
 

 71  Department for Exiting the European Union (2017).  
 72  European Union (Withdrawal) Bill, as introduced in the House of Commons on 13 July 2017 (Bill 5).  

<https://www.publications.parliament.uk/pa/bills/cbill/2017-2019/0005/18005.pdf>, (accessed 2022-11-18)  
 73  European Union (Withdrawal) Act 2020, as enacted.                                                        

<https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2018/16/contents/enacted>, (accessed 2022-11-18)  
 74  その後、2018 年欧州連合（離脱）法は、ＥＵと合意した離脱協定を国内実施するための立法である 2020 年

欧州連合（離脱協定）法によって一部改正された（その結果、EU 離脱時に 1972 年欧州共同体法が廃止される

とした 2018 年欧州連合（離脱）法の規定等が修正されることになり、EU 法が移行期間において基本的に適用

されることになった。）。本稿の記述は、提出法案の内容等に焦点を当てており、2020 年欧州連合（離脱協

定）法による改正までは反映させていない。 



  
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2023 年 4 月 14 日（No.23-RP-01）         p. 21 

 

段） 

 

農業、環境及びいくつかの輸送問題のように分権政府/議会が権限を有する分野において、分権

政府/議会は、ＥＵによって設けられた共通の政策枠組みを実施する責任がある。ＥＵのレベル

では、英国政府はこれらの共通枠組みを設定するプロセスにおいて英国の利益全体を代表し、

そしてこれらはまた、英国自身の単一市場の調和ある機能の保護を含む、英国共通の枠組みを

提供している。英国がＥＵを離脱するとき、ＥＵが共通枠組みの関連で現在行使している権限

は英国に戻され、これらのルールが民主的に選ばれた代表によってここ英国において決められ

ることを可能とする。（4.2段） 

 

権限がＥＵから返還されるとき、安定性と確実性が損なわれないこと、そして英国の単一市場

の効果的な機能が維持されることを確保することが重要となる。英国共通の枠組みが必要とな

る場合の例としては、それらが英国の単一市場にわたって事業者が活動する自由を保護するの

に必要な場合や、英国が第三国と自由貿易協定を締結することを可能にするために必要な場合

を含む。我々の指針となる原則は、我々がＥＵを離脱するときに我々自身の連合内で（within our 

own Union）生活し事業を行うことに対する新しい障壁ができないことを確保することである。

（4.3段） 

 

ＥＵを離脱する際に最大限の法的・行政的確実性の水準を提供するため、そして離脱時のため

の立法のより一般的に取られるアプローチと整合的に、英国政府は、英国の立法を通じて現在

ＥＵによって提供されている枠組みを複製（replicate）するつもりである。並行して、我々は、

どの共通枠組みが将来において保持される必要があるか、これらはどうあるべきか、英国をカ

バーするどの共通枠組みが不要であるかを特定するために、分権政府と集中的な話合いを始め

る。これらの話合いが分権政府と行われる間、我々は、これらの枠組みに対する変化を最小限

にすることを目指す。我々は、英国全体とそれぞれの地域のために機能するアプローチを実行

するために分権政府と密接に取り組む。（4.4段） 

 

 上の記述（特に下線部）を踏まえれば、これまで英国がＥＵの構成国であることで設定されて

いた共通枠組みは、ＥＵ離脱後を見据えた国内法の立法によって英国規模の共通枠組みに替える、

というのが英国政府の基本的な方針であると考えられる。そして、英国規模の共通枠組みの制度

設計のイニシアティブをとるのは、一義的には英国政府になることが想定されているといえよう。

ただし、英国政府は、「共通枠組み」の在り方については、「並行して」分権政府との集中的な話

合いをすることも表明している（4.4段）。また、一連のプロセスの結果は、「分権政府の意思決定

権限の大幅な増加」になるとの期待も示している（4.5段）。果たしてそのような結果が達成される

のか、分権（devolution）の意義を損なうものにならないのかという点は、分権政府/議会の関心分

野であり、後述するように、欧州連合（離脱）法案をめぐって英国政府/国会と分権政府/議会の

対立が顕在化した論点であった。 
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③欧州連合（離脱）法案の骨格等 

Ａ 序 

 2017年7月13日に庶民院に提出された欧州連合（離脱）法案（以下「提出法案」という。）の骨格

等は、大要、次のとおりである。 

 提出法案の果たす主要な機能は、基本的に2017年白書で示されていたように、（ⅰ）1972年欧州

共同体法を廃止すること、（ⅱ）ＥＵを離脱する前にＥＵ法を離脱時点の状態のままで英国法へ転

換すること、（ⅲ）（ひとたびＥＵを離脱したときに適切に機能しなくなる法律の訂正を可能とす

るための、そして離脱協定を実施するための一時的権限を含む）第二次立法をする権限を創設す

ること、（ⅳ）現在ＥＵ法によって統治されている分野における［分権機関に］移譲された意思決

定権限（devolved decision making powers）の現在の範囲（scope）を維持することである、とされて

いる75。このような英国政府のアプローチについて、順を追って補足することとしたい。 

 

Ｂ 1972年欧州共同体法の廃止 

 まず、1972年欧州共同体法の廃止の意義等について理解するためには、廃止される対象である

1972年欧州共同体法がどのような法律であるか、確認することが有効である。同法の主要規定に

は、次の２つの規定がある。同法2条1項は、（ＥＵの条約や規則のような）いくつかのタイプのＥ

Ｕ法における権利及び義務が、英国の法制度において直接適用可能であることを確保するもので

ある。この場合には、英国国会が特定の国内実施立法を成立させる必要性はない。他方、同法2条

2項は、（例えば、ＥＵ指令に由来する）ＥＵ法上の義務を第二次立法（委任立法）によって実施

することを可能とする委任権限（a delegated power）を定めている76。 

 このため、1972年欧州共同体法の廃止は、「（同法2条1項を通じて）ＥＵ法が英国法に自動的に

取り込まれるメカニズム」を取り除く効果と「（同法2条2項に基づき）ＥＵ法上の義務を実施する

権限」を取り除く効果を有する77。英国政府は、これを「英国がもはやＥＵの構成国ではなくなり、

それゆえＥＵ法に基づく義務が課されなくなるという事実を反映」するもの78と位置付けている。 

 

Ｃ ＥＵ法の英国法への「転換」等 

 ただし、1972年欧州共同体法の廃止だけでは、ブレグジットに向けた法整備としては不十分で

ある。1972年欧州共同体法が先に述べたような規定を含むことから、同法を廃止する以外に何の

措置もとらない場合には、英国法令集に「空白（gaps）」が生じるという問題が生じる。すなわち、

直接適用可能なＥＵ法が英国法において適用されなくなり（同法2条1項関連）、ＥＵ法上の義務を

実施する第二次立法が失効してしまう（同法2条2項関連）。 

 このような「空白」を回避するために、提出法案は、（英国において直接適用可能な）既存のＥ

 
 75  Explanatory notes relate to the European Union (Withdrawal) Bill as introduced in the House of Commons on 13 July 

2017 (Bill5), par.11.   
<https://www.publications.parliament.uk/pa/bills/cbill/2017-2019/0005/en/18005en.pdf>, (accessed 2022-11-18) . 

 76  Explanatory notes relate to the European Union (Withdrawal) Bill as introduced in the House of Commons on 13 July 
2017 (Bill5), par.17.  

 77  Explanatory notes relate to the European Union (Withdrawal) Bill as introduced in the House of Commons on 13 July 
2017 (Bill5), par.18.  

 78  Ibid.  
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Ｕ法を国内法に転換し、ＥＵ法上の義務を実施するために英国においてつくられた法律を維持す

ることとした。このようにした後はＥＵ法の優位性がなくなることから、英国国会（そして、適

切な場合は分権議会）は、ひとたび英国がＥＵを離脱すれば、法律のどの要素を維持・修正・廃

止するかを決定することができるようになる。このように転換されたＥＵ法と維持された国内法

は、提出法案及びその説明書において、「保持ＥＵ法（retained EU law）」と総称されている79。こ

のアプローチは、一般的なルールとして、それまでと同じルールや法律がＥＵ離脱後も適用され

ることを意味する80、とされる。つまり、「保持ＥＵ法（retained EU law）」という類型の英国法の

創設は、（1972年欧州共同体法の廃止だけでは生じたはずの英国法令集の「空白」を回避し）ＥＵ

離脱前後の法的連続性を（当面）確保することを意図したものといえよう。 

 

Ｄ 英国政府の大臣に与えられた委任権限（delegated powers） 

 さらに、提出法案は、ブレグジットを実行するために、第二次立法によって英国法令集を変え

ることができる「委任権限（delegated powers）」を英国政府の大臣に与えている。このような「委

任権限（delegated powers）」としては、「保持ＥＵ法（retained EU law）」における「欠陥（deficiencies）」
81に対処するための権限（提出法案7条）、国際的な義務を遵守するための権限（提出法案8条）及

び離脱協定を実施するための権限（提出法案9条）が挙げられる。 

 

Ｅ 提出法案と「分権（devolution）」との関係 

それでは、提出法案は、スコットランド等への「分権（devolution）」との関係ではどのような規

定を置いていたのだろうか。分権（devolution）は、提出法案の10条・11条、そして附則2条・附則

3条において扱われている 82。すなわち、提出法案11条は分権議会の立法上の権限（legislative 

competence）に関わるものであり、附則2条・附則3条は執行上の権限（executive competence）に関

わるものである83。提出法案10条の唯一の目的は、附則2条に効力を与えることである84。 

スコットランド等の分権政府と英国政府の間で特に問題となった規定は、提出法案11条である。

提出法案11条は、（ＥＵ離脱前の時点における）ＥＵ法に基づく英国の国際的な義務から発生する

分権機関の権限に対する制約を、英国の国会制定法のみによる制約に置き換えるものであった85。

より具体的には、提出法案11条の内容は、次のとおり整理される。 

まず、提出法案11条は、分権機関がＥＵ法と両立しないように（incompatibly）立法することは

できないという従来の「制約」に代えて、分権機関は「保持ＥＵ法（retained EU law）」を修正で

 
 79  Explanatory notes relate to the European Union (Withdrawal) Bill as introduced in the House of Commons on 13 July 

2017 (Bill5), par.22.  
 80  Explanatory notes relate to the European Union (Withdrawal) Bill as introduced in the House of Commons on 13 July 

2017 (Bill5), par.23.  
 81  このような「欠陥」は、例えば、（ⅰ）英国を代表してＥＵにおいて実行されている機能に関する規定、

（ⅱ）英国とその他のＥＵ構成国との間の互恵的な取決め等に関する規定で、もはや実施されなくなるか、不

適切になるもの、（ⅲ）もはや不適切になる「ＥＵへの言及（EU references）」等を含む可能性がある、とさ

れた。See Explanatory notes relate to the European Union (Withdrawal) Bill as introduced in the House of Commons on 
13 July 2017 (Bill5), par.111. 

 82  Bowers (2017), p.6.   
 83  Ibid.   
 84  Ibid.   
 85  Caird et al. (2017), p.92.   
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きないという新たな「制約」を創設した86。 

ただし、上述の新たな「制約」について、提出法案11条は２つの例外を定めた87。 

第一の例外は、「既存の権限に対する制約はない」というものであった88。この例外は、「当該修

正が離脱日の直前において［分権議会の］立法上の権限の範囲内であった限りにおいて」分権議

会が「保持ＥＵ法（retained EU law）」を修正できるというものである89。 

第二の例外は、上述の新たな「制約」から保持ＥＵ法（retained EU law）の一部を「解放（release）」

する権限によるものである90。この例外は、「勅令（Order in Council）が定める限りにおいて」認

められることとされた91。この第二次立法の形式は、庶民院、貴族院及び分権議会の承認を得て用

いることができた92。英国政府のみが勅令を起草できることから、英国政府の明確な同意がないと

上述の新たな「制約」からの「解放」はされないことになる93。 

このように、分権（devolution）をめぐって提出法案において示されたアプローチは、2017年白

書で提示された「これまで英国がＥＵの構成国であることで設定されていた共通枠組みは、ＥＵ

離脱後は（当面）英国規模の共通枠組みに替える」という基本的な方針に沿ったものといえよう。

分権（devolution）に関わる提出法案（特に11条）の要点をまとめると、（ⅰ）分権議会には、ＥＵ

法を英国法に「転換」したところの「保持ＥＵ法（retained EU law）」を改正することは原則とし

てできないという「制限」が課せられるが94、（ⅱ）英国規模の共通枠組みが不要ということが英

国政府と分権政府の間で合意されれば、分権議会に課せられた「制限」から当該分野を（勅令に

よって）外すことができる95、ということになる。 

 

(2) 「セウェル習律（Sewel convention）」と「立法同意」 

 ここで、提出法案に対するスコットランド等の分権政府の反応等について分析する前に、スコ

ットランド等の分権機関の権限内の問題に関する立法がされる場合にとられる手続について触れ

ておきたい96。 

Institute for government (2018a)は、スコットランド、ウェールズ及び北アイルランドへの分権

（devolution）は、国会主権の原則を正式には（formally）変えるものではない、と述べている。こ

のことは、英国国会が、分権された政策分野に関連するものを含む、英国（ＵＫ）のすべての地

域（parts）のための立法を成立させられることを意味する97。しかしながら、1999年以来、英国政

 
 86  See Cowie (2018b), p.5. 
 87  Cowie (2018b), p.5. 
 88  Ibid.   
 89  Ibid.  例えば、ＥＵ離脱日の直前においてＥＵ指令の実施について分権機関の裁量が認められている場合、

元となった指令と整合性がとれるやり方で、保持ＥＵ法（retained EU law）を改正することができるものとみ

られる。他方、例えばＥＵ規則のような直接効果を有していたＥＵ法を「転換」したものについては、その改

正等は分権機関の権限外となるとみられる（芦田 (2018), p13 参照。）。 
 90  See Cowie (2018b), p.5.   
 91  Cowie (2018b), p.5. 
 92  Ibid.   
 93  See Cowie (2018b), p.5.   
 94  提出法案への説明書（explanatory notes）の 34 段参照。 
 95  提出法案への説明書（explanatory notes）の 36 段参照。 
 96  この項における「セウェル習律（Sewel convention）」等に関する説明は、基本的に Institute for government 

(2018a) に依拠したものである。  
 97  Institute for government (2018a).  
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府は、「英国国会は分権議会の『同意なしには分権事項に関して通常は立法しない』」という習律

に従ってきた。これは、「セウェル習律（Sewel convention）」として知られる98。セウェル習律（Sewel 

convention）は、英国（ＵＫ）の立法が、（ⅰ）分権された分野の法律（the law in a devolved area of 

competence）を改正するとき、（ⅱ）分権議会の立法上の権限を変えるとき、（ⅲ）分権された大臣

又は省庁（devolved ministers or departments）の執行上の権限を変えるときに、適用される99。 

Institute for government (2018a)は、セウェル習律（the Sewel convention）が実際にどのように機

能するかについて、次のように解説している。 

 

 英国政府がセウェル習律（the Sewel convention）の範囲に含まれる規定がある法案を提出

することを計画しているときは、分権政府の見解（devolved views）が考慮に入れられる

ことを確保するために、プロセスの早い段階で分権政府と協議することが期待される。 

 この類型の法案が国会に提出された後、分権政府は、スコットランド等の分権議会の議

事規則で求められるとおりに、立法同意覚書（legislative consent memorandum）を発する。 

 立法同意覚書（legislative consent memorandum）は、法案の目的、同意が求められる理由

を提示し、通常は同意の是非とその理由について分権政府がどう思うかを示すものであ

る。 

 法案が英国国会において最終的な修正段階に至る前に、分権議会が当該法案の一部又は

全部について同意を承認するか保留するための立法同意動議（legislative consent motion）

について投票する。仮に同意が承認されなかった場合、英国国会は、分権機関の懸念に

対応するために法案を修正するか、そのまま立法を成立させるか、決定することができ

る。100 

 

上述のとおり、分権議会が「立法同意（legislative consent）」を留保した場合であっても、セウェ

ル習律（Sewel convention）には法的拘束力はない101ことに留意する必要がある。セウェル習律

（Sewel convention）は、2016年スコットランド法及び2017年ウェールズ法によって法文化される

ことになったが、英国国会が、英国（ＵＫ）のすべての地域（parts）のためのすべての事項につい

て、立法する権限を制限するものではない102。2017年、ミラー事件において、最高裁は、「セウェ

ル習律（the Sewel Convention）は英国国会と分権議会の間の調和ある関係を促進する重要な役割

を有する」と認めながらも、「その運用の範囲と在り方を監視すること（policing）は司法部（the 

 
 98  Ibid.  
 99  Ibid.  
 100  Ibid. 当該文献において段落に分けて記載されたものを箇条書き形式で整理した。 
 101  Institute for government (2018a).  
 102  See Institute for government (2018a). 例えば、（2016 年スコットランド法によって改正された）1998 年スコ

ットランド法 28 条 8 項は、"it is recognized that the Parliament of the United Kingdom will not normally 
legislate with regard to devolved matters without the consent of the Scottish Parliament."としてセウェル

習律（Sewel convention）を法文化しているが（ただし、「認識されている（recognized）」という文言を森い

ている）、同法 28 条 7 項は、"This section does not affect the power of the Parliament of the United 
Kingdom to make laws for Scotland,"と定め、スコットランド議会制定法に係る同法の規定によって国会主権

の原則が影響を受けないことを明確にしている。 
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judiciary）の憲法上の権限内には入らない」という判断を示した103。セウェル習律（Sewel convention）

は裁判で強制できる規範でないという司法判断が下されたのであった104。 

 

(3) スコットランド政府及びウェールズ政府の立場等 

➀スコットランド政府とウェールズ政府の共同声明等 

提出法案をめぐっては、スコットランド等の分権政府と英国政府の立場の相違等が明確になっ

た。そこで、提出法案に対するスコットランド政府及びウェールズ政府の反応等を確認・分析す

ることとしたい。ここでは、提出法案に対する修正案が提示される前の早期の段階の反応等に焦

点を当てることとする。 

 欧州連合（離脱）法案が庶民院に提出された日（2017年7月13日）に、スコットランドのニコラ・

スタージョン首席大臣とウェールズのカーウィン・ジョーンズ首席大臣による共同声明105が公表

された。当該共同声明において、スコットランド政府（スタージョン首席大臣）とウェールズ政

府（ジョーンズ首席大臣）は、提出法案について「あからさまな権限の略奪（power-grab）であり、

分権（devolution）の創立時の原則に対する攻撃であり、我々の経済を不安定化する可能性のある

もの」と批判している。当該共同声明を一部引用すると、次のとおりである。 

 

我々２つの政府［スコットランド政府及びウェールズ政府］－そして英国政府－は、我々

が、ＥＵからの離脱後、英国規模の機能する一連の法律を必要とすることに同意している。

しかし、これらの目的を達成するやり方は、押付けではなく、交渉と合意を通じてのもので

ある。それは、やっと得られた分権合意（the hard-won devolution settlements）を尊重するやり

方でなされなければならない。 

欧州連合（離脱）法案は、約束したようにＥＵから分権機関に権限を返すものではない。

それは、権限を英国政府と英国国会のみに返し、スコットランド議会及びウェールズ議会に

新しい制約を課すものである。 

そのベースでは、スコットランド政府及びウェールズ政府は、現在のままの提出法案に立

法同意（legislative consent）を与えるべきと勧めることはできない。 

提出法案は、英国政府と英国国会からＥＵ法を遵守する要件を外すが、分権議会について

は逆のことをしている。それは、新しい一連の厳しい制約を課している。これらの新しい制

約は、英国がＥＵを離脱する文脈では意味をなさない。106 

 

 以上のように、提出法案について、（同法案の庶民院提出時には）スコットランド政府とウェー

ルズ政府は、一致して立法同意（legislative consent）を保留する立場をとっていた。提出法案が「［Ｅ

Ｕが有していた権限を］英国政府と英国国会のみに返し、スコットランド議会及びウェールズ議

会に新しい制約を課す」ものとなっていることがその中心的な理由であると思われる。スコット

 
 103  R (on the application of Miller and another) v Secretary of State for Exiting the European Union [2017] UKSC 5, para. 

151. 
 104  中村（2020), pp.101-102 参照。 
 105  Scottish Government (2017).  
 106  Scottish Government (2017).  
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ランド政府及びウェールズ政府は、ＥＵ離脱のプロセスにおける英国政府/国会と分権政府/議会

との間の権限配分が「分権（devolution）」の理念に反する形で行われているとして、離脱法案に異

議を唱えている、とみることができよう。そして、両政府とも英国規模の立法の必要性自体は認

めているが、英国政府による押付けではなく、分権政府と英国政府との間の合意によって所期の

目的が達成されなければならない、としているのである。 

 

②スコットランド政府の立法同意覚書（legislative consent memorandum） 

Ａ 分権機関の権限に課される法的制約に対する異議等 

その後、2017年9月12日には、スコットランド政府はスコットランド議会に立法同意覚書

（legislative consent memorandum）107を提出した（以下、当該立法同意覚書を「2017年スコットラ

ンド政府立法同意覚書」という。）。2017年スコットランド政府立法同意覚書は、「［提出］法案が

分権機関の権限に新たな法的制約を課すことを提案している」（16段）と指摘した上で、次のとお

り、述べる。 

 

この新たな立法上の制約は、スコットランド法に示された、留保された分野に基づく、確立・

理解された立法上の権限のスキームに反するものである。それは、英国国会と英国政府にス

コットランド議会とスコットランド政府が責任を負う政策分野に関連して立法する権限を与

えることになる。（16段） 

 

スコットランド政府は、［分権機関に］移譲された権限（devolved competence）がＥＵ離脱時

にこのようなやり方で制約されるべきであるという提案を基本的に拒否する。移譲された権

限内にある問題の責任や専門的知識は、スコットランド議会に対して説明責任を負う、スコ

ットランド政府にある。スコットランド政府は、離脱時にスコットランド議会は英国国会と

全く同じ立場にあるべきであると信じる：権限のある分野内で適切なやり方で行動できるよ

うであるべきである。スコットランド政府は、スコットランド議会と政府、そして他の分権

議会や分権政府（executives）が、離脱に続く永続的な期間において、英国がＥＵを離脱する

前の日であったかのようにその権限を限定されることを受け入れない。（17段） 

 

 上で引用した、分権議会や分権政府の権限が「離脱に続く永続的な期間において、英国がＥＵ

を離脱する前の日であったかのようにその権限を限定される」ことを受け入れないとする見解が、

2017年スコットランド政府立法同意覚書の主張の中核となっていると思われる。提出法案が分権

機関の権限を「凍結」するような結果を招くことを強く警戒しているのである。2017年スコット

ランド政府立法同意覚書は、提出法案の一般的なアプローチについて次のとおり反対の姿勢を明

確にしている（太字は、原典による。）。 

 

 
 107  Legislative Consent Memorandum relates to the European Union (Withdrawal) Bill (lodged with the Scottish Parliament 

on 12 September 2017)  
<http://www.scottish.parliament.uk/S5ChamberOffice/SPLCM-S05-10-2017.pdf>, (accessed 2022-12-01).  
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スコットランド政府はまた、ＥＵからの離脱の結果がホワイトホールやウェストミンスター

への権限の集中化であるべきでないと確信している。ところが、それが提出法案の提案して

いることである。スコットランド政府は、離脱の結果は、その代わりに、意思決定が分散化

され、権限が英国中に適切に拡散されるというものであるべきである、と信じる。（18段） 

 

スコットランド政府は、繰り返し、かつてＥＵ法によってカバーされていた特定の分野にお

ける英国規模の枠組み（UK frameworks）について交渉する意欲を明確にしてきた。これは、

例えば、英国（ＵＫ）の市場が機能することを支えることや、共通の環境上の資源の管理を

容易にすることかもしれない。しかし、枠組みが必要な場合やそれらが何を含むべきかを特

定するプロセスは、押付けではなく合意によらなければならず、立法が要求される限り、ス

コットランド議会によって立法されるか同意されなければならない。（19段） 

 

提出法案の基礎的なアプローチや、提出法案が反映している、離脱後の英国の将来のガバナ

ンスに関する見解へのこれらの異議は根本的なものであるので、スコットランド政府は、た

とえ条件付きであっても、現在の形の提出法案に対して同意を与えるべきであると勧めるこ

とはできない。（20段） 

 

このように、スコットランド政府が、提出法案が英国政府や英国国会への権限の集中化という

アプローチをとっていると主張し、根本的な異議を唱えていることが確認できる。一方で、スコ

ットランド政府は、「特定の分野における英国規模の枠組み（UK frameworks）」を設けること自体

に反対しているわけではないことが示唆されている。ただし、どのようにその枠組みを設けるか

については、押付けではなく合意によらなければならないというスタンスを示しているのである。 

 

Ｂ 提出法案11条に関する主張の具体的内容等 

それでは、スコットランド政府は、「分権（devolution）」との関係で焦点となっている提出法案

11条について、具体的にどのような見解を示しているのであろうか。2017年スコットランド政府

立法同意覚書は、提出法案11条について、次のとおり述べる。 

 

また、スコットランド政府は、11条において立法上の権限についてとられるアプローチは不

自然であり実際的でない、と考える。提案された立法上の制約は、事実上ウェストミンスタ

ーへの更なる留保であり、一定の留保分野を特定するスコットランド法の構造とは逆であっ

て、分権事項に反するものである。（21段） 

 

（「保持ＥＵ法（retained EU law）」に言及する）立法上の制約の定義は、離脱日に国内法に転

換されたＥＵ法のみではなく、離脱日後に提出法案に基づき主に英国政府の大臣、あるいは

英国国会によってなされた当該法律に対する改変もカバーする。それゆえ、スコットランド

議会は、維持され、国内の法制度に取り込まれ、その後修正された保持ＥＵ法（retained EU 

law）の内容に参照して定義される、立法上の権限に対する制約に直面する。スコットランド
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政府は、これは、不自然な制約であって、立法上の権限を決定するためには適さず、そして

ますます適さなくなる、と信じている。（22段） 

 

 上でみるように、スコットランド政府は、提出法案が課すスコットランド議会等の立法上の権

限への新たな「制約」は、分権諸法における「留保権限モデル」（すなわち、英国レベルに留保さ

れる権限が特定的に列挙され、それ以外は基本的に分権機関の権限とする既存のモデル）に反す

るものである、としている。スコットランド政府が問題視しているのは、提出法案において、既

存の「留保権限モデル」の代わりに、保持ＥＵ法（retained EU law）が分権機関の権限に対する「制

約」として運用されることである108。そして、これは、後に保持ＥＵ法（retained EU law）に英国

国会や英国政府の大臣によって修正が加えられることで、分権機関の立法上の権限を決定するに

は「ますます適さなくなる」とスコットランド政府は主張している109。 

 

 これは、英国政府が、提出法案が「現在ＥＵ法によって統治されている分野での［分権機関に］

移譲された意思決定権限（devolved decision making powers）の現在の範囲（scope）を維持してい

る」と主張していることと対照的である。スコットランド政府は、（「保持ＥＵ法（retained EU law）」

を離脱直前のＥＵ法と適合しないやり方で修正することをスコットランド議会の権限外にすると

いう）提出法案が課す新しい「制約」は、（時間の経過につれて）時代遅れのものとなると主張し

ているのである110。このようなスコットランド政府の主張からは、ＥＵ離脱後も、ＥＵがＥＵ法

を改正すればそれに連動する立法をしたいという意向が読み取れるといえよう111。英国国内法に

よって「保持ＥＵ法（retained EU law）」が改正されることによって、ＥＵ法から乖離していくこ

とをスコットランド政府が警戒していることがうかがえる。これはＥＵ法秩序からの「脱却」を

ブレグジットの「要諦」としている英国政府（あるいは欧州懐疑派）とは相反するスタンスであ

り、ここにブレグジット・プロセスにおいて妥協点を見出すことの困難さが表れているといえる

のではないだろうか。 

 

Ｃ 英国政府の大臣に与えられた委任権限（delegated powers）に対する異議等 

 上述の提出法案11条に対する異議のほか、スコットランド政府は、提出法案が英国政府の大臣

 
 108  See Bowers (2017), p.23. また、2017 年スコットランド政府立法同意覚書 25 段参照。同覚書 25 段を一部引用

すると、次のとおり。 
「当該規定は、ウェストミンスターの両院とスコットランド議会の合意後、「保持ＥＵ法（retained EU 
law）」から除かれ、それゆえ既存の［分権機関への］移譲権限（existing devolved competence）に解放さ

れる事項のための勅令手続（an Order in Council procedure）を含んでいる。しかしながら、このアプロー

チは、スコットランド法の留保権限モデルの上に、そしてそれと交差して、「保持ＥＵ法（retained EU 
law）」の分野のみにおいて「権限付与（conferred powers）」モデルを事実上接ぎ木することによって、分

権合意（the devolution settlement）における更なる複雑性を生み出すものである。」 
 109  Bowers (2017), p.23.    
 110  See Bowers (2017), pp.23-24. 2017 年スコットランド政府立法同意覚書 23 段参照。   
 111  なお、この時期にスコットランド政府がスコットランド議会に対して英国ＥＵ離脱（法的連続性）（スコッ

トランド）法案（UK Withdrawal from the European Union (Legal Continuity) (Scotland) Bill） を提出したことも

（女王未裁可で法律にはならなかった）、ブレグジット後のＥＵ法の進展に遅れをとらないようにしたいとい

うスコットランド政府の意向の表れとみることができよう。当該法案については、右を参照。
<https://www.parliament.scot/bills-and-laws/bills/uk-withdrawal-from-the-european-union-legal-continuity-scotland-bill> 
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に与える委任権限（delegated powers）について異議を唱えている。スコットランド政府は、英国

政府の大臣と分権政府の大臣の有する権限が非対称的であること、英国政府の大臣の権限が分権

された分野における法にも及ぶこと（そして権限行使に当たって分権機関の同意が要件とされて

いないこと）などを理由として、提出法案に反対するスタンスを示している（2017年スコットラ

ンド政府立法同意覚書26～32段参照）。英国政府とスコットランド政府はあくまで対等な立場であ

るべきとするスコットランド政府のスタンスに沿った主張ということができよう。 

 

③ウェールズ政府の立法同意覚書（legislative consent memorandum） 

 2017年9月12日には、ウェールズ政府もウェールズ議会に立法同意覚書（legislative consent 

memorandum）112を提出している（以下、当該立法同意覚書を「2017年ウェールズ政府立法同意覚

書」という。）。 

 ウェールズ政府は、結論として、自分たちの懸念に対応するように提出法案が修正されない限

り、提出法案への同意をウェールズ議会に勧める立場にはないとしている（37段）。その主な理由

として、（ⅰ）英国政府の大臣が（ウェールズ政府の大臣と非対称的な形で）分権法を修正する権

限を有していること（26～27段参照）、（ⅱ）ウェールズ議会の立法上の権限に（保持ＥＵ法（retained 

EU law）を離脱直前のＥＵ法と両立しないようなやり方で修正することを権限外とするような）

新たな「制約」が課されること（28～35段参照）を挙げていることは、スコットランド政府と同

様である。つまり、スコットランド政府とウェールズ政府の提出法案に対するスタンスは、当該

法案が庶民院に提出された段階では概ね一致していたといえよう。 

 

(4) 提出法案に対する修正とその後の展開 

➀序 

スコットランド政府及びウェールズ政府が、提出法案がそのままの規定ぶりであれば、「立法同

意（legislative consent）」を与えるべきと勧めることができない旨の「立法同意覚書（legislative 

consent memorandum）」をそれぞれの分権議会に対して提出したことから、英国政府は、提出法案

の扱いについての検討を迫られることになった。英国政府は、提出法案がセウェル習律（Sewel 

convention）の範囲に含まれると認めていたが113、その場合であっても、英国国会は、分権機関が

同意なくても当該法案を成立させることができる。そこで、英国政府には、提出法案の規定に何

らかの修正を加えるか、そのまま英国国会で成立させるかという選択肢がある。英国政府の対応

は、スコットランド政府及びウェールズ政府との合意点を探りつつ、提出法案に修正を加え、さ

らにそれを補足する政治的コミットメントを示すというものであった。以下では、特に脚光を浴

びた提出法案11条に関連して、どのような修正案（及び政治的コミットメント）が示されたか、

それに対するスコットランド政府及びウェールズ政府の反応はどのようなものであったという点

 
 112  Legislative Consent Memorandum relates to the European Union (Withdrawal) Bill (lodged with the National Assembly 

for Wales on 12 September 2017)  
<http://www.assembly.wales/laid%20documents/lcm-ld11177/lcm-ld11177-e.pdf>, (accessed 2022-12-01).  

 113  英国政府も、11 条を含む提出法案の一定の規定は「立法同意（legislative consent）」を要するという認識で

あった。ただし、「立法同意」を要する規定の範囲については、英国政府とスコットランド政府・ウェールズ

政府との間で一致していたわけではない。See Cowie (2018a), pp.32-35.  
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を中心に述べていくこととする。 

 

②英国政府の修正提案等114 

 既にみてきたように、スコットランド政府及びウェールズ政府は、特に提出法案11条について、

英国国会/政府とは釣り合いのとれない新たな「制約」を分権機関に課すものとして、賛成しない

姿勢を示してきた。これは、ＥＵ離脱前にＥＵ法によって規律されていた分野について、離脱後

に英国規模の「共通枠組み（common frameworks）」をどのように設けるかという問題と密接に絡

むものであったといえよう。というのも、英国規模の「共通枠組み」を設けるべき分野とそうで

はない分野との「振分け」等が、英国国会/政府と分権議会/政府との権限配分の議論に重大な影

響を及ぼすことになるとみられるからである。 

欧州交渉に係る合同閣僚委員会（ the Joint Ministerial Committee on European Negotiations

（JMC(EU)）、以下「合同閣僚委員会（欧州交渉）」という。）は、英国政府と分権大臣（the devolved 

authorities）との間の話合いの円滑化のために設立されたものであり、英国政府、スコットランド

政府及びウェールズ政府の閣僚級の代表が参加した（北アイルランド執政府が機能していないた

め、シニアの公務員がその代理として参加した。）115。合同閣僚委員会（欧州交渉）は、欧州連合

（離脱）法案の関連で不一致がみられる分野についての話合いを方向づけるために用いられ、英

国規模の「共通枠組み（common frameworks）」がどのように設けられ、実行されるべきかについ

てのコンセンサスを探った116。 

2017年10月、合同閣僚委員会（欧州交渉）は、戦略的な英国規模の利益を保護するために「必

要（necessary）」となる可能性がある「共通枠組み（common frameworks）」を統治する一連の原則

について合意した117。しかしながら、離脱前にＥＵによって規律されているどの政策分野が、英

国規模の共通枠組み（common frameworks）を要求するかについては、政府間の合意に達していな

かった118。 

2018年3月、英国政府は、貴族院の委員会の段階（Committee Stage）で提出法案の11条の運用を

著しく変える修正を提案した（その後、撤回した。）119。仮に採用されれば、このアプローチは、

分権分野におけるすべての「保持ＥＵ法（retained EU law）」が（提出法案又は将来の勅令（Order 

in Council）が別に定めない限り）分権議会による修正から保護されるという、もともとの提出法

案の推定を事実上「転換」するものであった120。当該修正案では、その代わりに、分権議会によ

 
 114  この項における記述は、基本的に Cowie (2018b) に依拠するものである。 
 115  Cowie (2018b), p.11.  
 116  Ibid. 
 117  Ibid. 合意された原則が示された「コミュニケ」は右のとおり。 Joint Ministerial Committee (EU Negotiations) 

Communique, 16 October 2017.  
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/652285/Joint_Minister
ial_Committee_communique.pdf>, (accessed, 2022-12-12) 
なお、当該コミュニケにおいて、「政策の不一致を認める一方、英国国内市場が機能することを可能とする

（enable the functioning of the UK internal market, while acknowledging policy divergence）」ために必要な場合には

共通枠組み（common frameworks）が設けられることになる、という原則が示されていることは、後述の 2020
年英国国内市場法との関係からみても注目される点といえよう。 

 118  See Cowie (2018b), pp.11-13.  
 119  Cowie (2018b), p.15.  
 120  Cowie (2018b), p.15, p.18.  



  
 

 
 財務総研リサーチ・ペーパー 2023 年 4 月 14 日（No.23-RP-01）         p. 32 

 

る修正からの「保護」を望む分野については、英国政府の大臣が規則によって特定しなければな

らないものとされた121。また、当該修正案では、分権機関に課される「制約」を「共通枠組み（common 

frameworks）」に置き換えることに向けた進展を四半期ごとに報告しなければならない、とされた

122。当該修正案は、スコットランド政府及びウェールズ政府によって不十分として退けられた123。 

2018年4月、英国政府は、分権大臣（the devolved authorities）に対して新しい提案を示した。こ

れらの提案は、（ⅰ）提出法案に対する追加的な修正案（貴族院の報告段階（Report stage）におい

て提示される予定のもの）と（ⅱ）いくつかの政治的コミットメントを含む政府間協定案という

二つの主要な要素を含んでいた124。 

このとき示された修正案は、委員会段階で討議されたが撤回されたものと同様、もともとの11

条の推定を「転換する（“reverse”）」ものであった（これにより、英国政府の大臣は、保持ＥＵ法

（retained EU law）のどの部分が分権議会による改変（modification）から保護されることを望むか

を規則によって特定しなければならないこととされた。）125。委員会段階と報告段階での政府提案

の間の最も重要な差異は、後者がサンセット条項（11条規則が離脱日から2年を越えてつくられる

ことを防ぎ、また、当該規則の効力を5年に限定するもの）を含んでいたことであった126。 

また、新提案においては、保持ＥＵ法（retained EU law）の関連で分権議会や分権政府（devolved 

authority）の権限を制約する規則をつくる前に分権議会/政府の同意を得ることを英国政府の大臣

に求めないこととされた127。ただし、規則の草案が庶民院と貴族院に提示される前に「同意決定

（consent decision）」をする機会（40日）が分権議会に与えられることが求められた128。さらに、

英国政府の大臣が分権議会の同意なしに草案を提出しようとする場合には、制定法上の義務に基

づき、なぜそのようにするか説明する声明（an explanatory statement）をつくらなければならなら

ない、とした129。一方で、分権議会がなぜ同意を与えなかったかを説明する、分権大臣（devolved 

authority）による声明もまた、両院に提示されなければならない、とした130。 

上記の欧州連合（離脱）法案の修正案のほか、英国政府は、2018年4月25日に政府間協定（「欧

州連合（離脱）法案及び共通枠組みの設立についての政府間協定（Intergovernmental Agreement on 

the European Union (Withdrawal) Bill and the Establishment of Common Frameworks）」）131を公表した。

これは、分権大臣（the devolved authorities）が示した懸念に対処しようとする政治的コミットメン

トを含むものであった132。例えば、当該協定は、（ⅰ）分権議会の同意なしに11条規則の承認をす

ることを英国国会は通常求められないことになり、（ⅱ）分権議会の同意なしに11条規則の承認を

 
 121  Cowie (2018b), p.15.  
 122  Ibid. 
 123  Ibid. 
 124  Cowie (2018b), p.29.  
 125  Ibid. 
 126  Ibid. 
 127  Cowie (2018b), p.6.  
 128  Ibid. 
 129  Ibid. 
 130  Ibid. 
 131  Intergovernmental Agreement on the European Union (Withdrawal) Bill and the Establishment of Common 

Frameworks, published 25 April 2018.  
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/702623/2018-04-
24_UKG-DA_IGA_and_Memorandum.pdf>, (accessed 2022-12-12).  

 132  Cowie (2018b), p.30.  
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求める場合には、英国政府の大臣はその理由を英国国会に対して書面によって説明することが要

求されることになる、と記している。これについて、Cowie (2018b)は、「セウェル習律（the Sewel 

Convention）」が第一次立法（国会制定法）に関するものであるところ、これを事実上第二次立法

まで「拡張（“extend”）」しようというものである、と述べている133。 

 ウェールズ政府は、英国政府の提案（法案の修正案と政府間協定のパッケージ）に同意したが、

スコットランド政府は、修正提案を拒否した134。スコットランド政府は、依然として、11条規則

がつくられる前に同意を必要とする法的保証を求めた135。スコットランド政府は、分権機関が法

によって制約される一方、英国政府の代償となるコミットメントが法的拘束力を持たないことは

不公平であると信じている136。スコットランド政府はまた、スコットランド議会の権限を離脱日

から最長7年まで制約し得るサンセット条項の期限に懸念を有していた137。 

 このような過程を経て、英国政府は、貴族院の報告段階（Report stage）において、提出法案11

条（貴族院の報告段階（Report stage）では15条。2018年欧州連合（離脱）法12条に相当。）につい

て、既に述べた内容の修正を行った。 

 

③その後の展開（2018年欧州連合（離脱）法に対するスコットランド政府の評価等） 

2018年4月、スコットランド政府とウェールズ政府は、それぞれの分権議会に「補足的立法同意

覚書（supplementary legislative consent memorandum）」を提出した。これは、貴族院の報告段階（Report 

stage）における英国政府の提案を反映したものであった138。ウェールズ政府の提出した「補足的

立法同意覚書」139は、ウェールズ議会が欧州連合（離脱）法案に同意することを勧めることとし

た。一方、スコットランド政府の提出した「補足的立法同意覚書」140は、スコットランド議会が

欧州連合（離脱）法案に同意することを勧めることはできないとした。その後のそれぞれの分権

議会での審議を経て、2018年5月15日、スコットランド議会は、93対30の票数で欧州連合（離脱）

法案に対する同意を留保した。対照的に、ウェールズ議会は、46対9の票数で同意を認めた141。英

国政府は、スコットランド議会の「立法同意（legislative consent）」なしに立法手続を進め、欧州連

合（離脱）法案は、2018年6月26日、女王裁可を得て2018年欧州連合（離脱）法として成立した。 

 スコットランド政府が2018年欧州連合（離脱）法を批判的にとらえていることは、例えば、既

に紹介した2021年スコットランド公表文書（分権）（AFTER BREXIT: The UK Internal Market & 

Devolution）142においても観察できる。当該文書は、2018年欧州連合（離脱）法を英国国会がスコ

ットランド議会の同意なしに立法した最初の事例と位置付け（51段）、分権（devolution）との関連

 
 133  Ibid.  
 134  Cowie (2018b), p.29.  
 135  Ibid.  
 136  Ibid.  
 137  Ibid.  
 138  Cowie (2018b), p.40.  
 139  Supplementary Legislative Consent Memorandum relates to the European Union (Withdrawal) Bill (lodged with the 

National Assembly for Wales on 27 April 2018) <http://www.senedd.assembly.wales/documents/s74890/CLA5-13-
18%20-%20Supplementary%20Legisaltive%20Consent%20Memorandum.pdf >, (accessed 2022-12-01).  

 140  Supplementary Legislative Consent Memorandum relates to the European Union (Withdrawal) Bill (lodged with the 
Scottish Parliament on 26 April 2018) 

 <http://www.scottish.parliament.uk/S5ChamberOffice/LCM-S5-10a.pdf>, (accessed 2022-12-01).  
 141  See Cowie (2018b), p.4, pp.40-41.  
 142  Scottish Government (2021).  
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で、同法を次のとおり批判している。 

 

分権合意（devolution settlement）の基本的な原則の一つは、スコットランド議会、そしてその

次にはスコットランド政府の権限と責任を、その同意なしには変更することができないとい

うことである。これは、そのような変更が庶民院や貴族院とともにスコットランド議会の合

意を求める、1998年スコットランド法に基づく制定法上の手続において具体化されている。

セウェル習律（Sewel Convention）は、同様に、ウェストミンスター国会の第一次立法によっ

て変更がなされる前に、同意がスコットランド議会から通常は求められることを定めるもの

である。（34段） 

 

この要求の理由は明確である：ウェストミンスター主権（Westminster's sovereignty）のドクト

リンは、スコットランド議会からの同意を必要としないことには、その機能及び権限は、英

国の現在の憲法上の制度において保護されず、砂上に築かれたものになる（built on sand）こ

とを意味する。（35段） 

 

［スコットランド議会の］権限（competence）を一方的かつ同意なしに変更する、2018年欧州

連合（離脱）法（「ＥＵ離脱法」）12条［＝提出法案11条（貴族院の報告段階（Report stage）で

の修正15条）に対応］に定める英国（ＵＫ）の大臣のための権限は、分権合意（devolution 

settlement）の基本的な憲法上の原則を覆すものであり、それがスコットランド政府とスコッ

トランド議会双方によって拒否された理由である。（36段） 

 

ＥＵ離脱法の成立は、ＥＵ離脱過程における、英国政府の分権（devolution）へのアプローチ

のより広い２つの主題を明確に示すものであり、２つとも英国国内市場法で継続した。（39段） 

 

第一に、元の11条そしてその後の12条は、［次の双方を］明確に示した：［分権機関に］移譲さ

れた権限（devolved competence）が英国政府の好む政策とは異なるやり方で行使されるという

懸念；そして合意が成立しないときには分権された意思決定（devolved decision making）を覆

したいという英国政府の欲求。それゆえ、当該法案は、ホワイトホール［英国政府］やウェ

ストミンスター［英国国会］における中央集権化を支持し、異なる意思決定機関の間の交渉

と合意に基づくアプローチを拒否したのである。（40段） 

 

第二に、当該法案の効果は十分にとらえられていない。当該法案やＥＵ離脱のプロセスは、

スコットランド議会への権限の返還として表現されがちである（tended to be framed）。［略］

当該法案の実際の効果は、元の形でも最終的な形でも、国際法上の義務の結果ではなく、英

国［政府］の大臣による一方的な権限の行使を含む、国内法の行使の結果として、［分権機関

に］移譲された現存する権限（existing devolved competence）を制限するものである。（41段） 

 

 既に述べたように、2017年スコットランド政府立法同意覚書において、スコットランド政府は、
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提出法案が英国政府や英国国会への権限の集中化というアプローチをとっていると主張し、根本

的な異議を唱えていた。このような主張は、上掲のスコットランド政府の主張においても共通し

てみられるところである。スコットランド政府は、スコットランド議会の同意なしに2018年欧州

連合（離脱）法を成立させたことについて、英国政府（ひいては英国国会）が「分権合意（devolution 

settlement）の基本的な憲法上の原則」を覆すものであるとして特に問題視している。これが「ス

コットランドにとっての最善の将来は独立した国家となることである」（2021年スコットランド公

表文書（分権）前文）というスコットランド政府の主張の「論拠」の一つになっているとみられ

る。 

 スコットランド政府が懸念を表明している対象は、2018年欧州連合（離脱）法の立法過程だけ

ではない。スコットランド政府は、英国政府が2016年国民投票の実施以来「セウェル習律（Sewel 

Convention）」を無視（override）してきた、と主張している。2021年スコットランド公表文書（分

権）は、次のとおり述べる。 

 

英国政府は、ＥＵ離脱という事情は「通常ではない（“not normal”）」ものであり、それゆえこ

れらの立法［＝2018年における欧州連合（離脱）法、2020年欧州連合（離脱協定）法、2020年

英国国内市場法、2020年欧州連合（将来関係）法］を同意なしに進めることができるという

ことを根拠として、これを正当化しようとしてきた。しかしながら、それぞれの場合におい

て英国政府はスコットランド議会の同意を得ようとした。これは、それぞれの法案の要素の

ためにそれが必要であったことを示唆している。「通常ではない（“not normal”）」事情という

セウェル習律（Sewel Convention）の例外は、スコットランド議会が決定をし、同意を拒否し

たときに遡及的に適用されるに過ぎない場合は、意味をなさない。それゆえこのような英国

政府の理屈付けは、当該習律の効力を形骸化し、拘束力のある憲法上のルールを英国［政府］

の大臣の裁量で無視できるような手続と置き換えた。（52段） 

 

分権合意（devolution settlement）にとってのこれらの展開の重要性は、強調し過ぎることがで

きない。ＥＵ離脱という事情は疑いもなく前例のないものであるが、特に、国際条約を実施

するため、あるいはＥＵ離脱プロセスを進めるために必要とならない英国国内市場法の場合

には、セウェル習律（Sewel Convention）を無視することは正当化されなかった。その効果は、

英国政府が、不都合と思う英国の憲法制度のルールを退けて、一方的かつ最も根本的なやり

方で、分権合意（devolution settlement）を作り変える意思があることを示したというものであ

る。（53段） 

 

以上のことから、英国政府も欧州連合（離脱）法案の一部の規定が「立法同意（legislative consent）」

を要するという認識に立っていたにもかかわらず143、スコットランド議会の同意が得られない局

面になって当該同意なしに立法手続を進めたことが、英国政府とスコットランド政府の間の信頼

関係に悪影響を及ぼした（あるいはそのようにスコットランド政府が主張する「論拠」を提供す

 
 143  See Cowie (2018a), pp.33-34.   
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ることになった）とみることができよう。2018年欧州連合（離脱）法の立法過程が、「国会主権の

原則」と「分権（devolution）による分権議会/政府の自律性」との調和を図る性格を帯びている「セ

ウェル習律（Sewel Convention）」が十全に機能していないという主張を強めるきっかけとなった

可能性は否定できない。「分権（devolution）」の理念をめぐるスコットランド政府と英国政府の認

識の齟齬はかえって深刻化したようにもみえる。2018年欧州連合（離脱）法の策定は、英国政府

にとってＥＵ離脱後の英国の統治秩序にかかわる一大プロジェクトであったと位置付けることも

できるが、英国の「一体性」を維持することの困難さを顕在化させる側面もあったと思われる。 

次章では、上掲の引用部分で特に問題視されている2020年英国国内市場法を取り上げて、英国

政府とスコットランド政府の間でどのような齟齬が生じたのかを具体的にみていくこととする。 

 

５． スコットランド等と 2020 年英国国内市場法 

 

(1) 英国国内市場法（案）の目的と内容等（英国政府の立場等） 

➀2020 年英国国内市場法の成立過程等（概要） 

2020年1月31日に英国のＥＵ離脱が実現し、移行期間中はＥＵ法が基本的に適用されるものの、

移行期間終了後の2021年1月1日以降は、ＥＵレベルで行使されていた権限が英国政府ないしスコ

ットランド等の分権政府に実質的に「返還」され、「物、サービス、人、資本」に係る新しい規制

が英国において適用されることが見込まれることになった。このような文脈において、（ⅰ）2020

年7月16日、英国政府は、英国国内市場（the UK internal market）全域における途切れのない取引

（trade）の維持を確保するための英国規模のアプローチを示した白書144（UK Internal Market、以

下「英国国内市場白書」という。）を公表し、（ⅱ）2020年9月9日、英国国内市場法案145を庶民院

に提出、（ⅲ）当該法案は、2020年12月17日、女王裁可を得て2020年英国国内市場法146として成立

した。以下では、まず、英国国内市場白書の記述内容を紹介した上で（(1)②）、2020年9月9日に庶

民院に提出された英国国内市場法案（以下、単に「英国国内市場法案」という。））の内容を確認

し（(1)③）、スコットランド等の分権政府の英国国内市場法案に対する見解等を確認・分析するこ

ととする（(2)）。 

 

②英国国内市場白書（UK Internal Market）の内容等 

 移行期間（英国のＥＵ離脱後の経過措置として設けられた期間で、当該期間中はＥＵ法の適用

を受け続ける。）が終了すると、英国はＥＵの単一市場から離脱し、４つのネイション（イングランド、

ウェールズ、スコットランド及び北アイルランド）の間の物やサービスの自由な取引を担保する、ＥＵ

の構成国であることによる法的基盤がなくなることが想定されていた。英国国内の取引に対する新し

い障壁の発生を回避するために英国政府が提案した新しい法的フレームワークが、英国国内市場法案

 
 144  Department for Business, Energy & Industrial Strategy (2020).  
 145  United Kingdom Internal Market Bill, as introduced in the House of Commons on 9 September 2020 (Bill 177).  

<http://publications.parliament.uk/pa/bills/cbill/58-01/0177/20177.pdf>, (accessed 2022-12-13)  
 146  European Union (Withdrawal) Act 2020, as enacted.                                                        

<https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2020/27/contents/enacted/data.htm>, (accessed 2022-12-13)  
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である。 

Brien et al. (2020) は、当該法案の包括的な政策目標は、事業者や市民に連続性（continuity）を提供

し、英国内全域にわたる競争・事業環境を改善することにある、と述べる。英国政府は、当該法案が英

国のすべてのネイションの一般的な福祉と繁栄に貢献すると述べるともに、英国国内市場（a UK internal 

market）が国際貿易協定の妥結の役にたち、それらの協定の利益を英国のすべての地域に及ぼすことが

できるとも主張した147。 

ここで、まず、英国国内市場法案の提出に先立って公表された英国国内市場白書の記述を確認する

こととしたい。 

英国国内市場白書は、英国の国内市場148（Internal Market）の歴史に言及しつつ149、その機能を

途切れなく継続することの意義について次のとおり述べている。 

 

英国国内市場（The UK Internal Market）は、何世紀にもわたって、我々の国家としての経済的

及び社会的繁栄の中核であった。それは、1706年と1707年の合同法（the Acts of Union of 1706 

and 1707）に遡るものであり、英国内全域での妨げられず、開かれた取引（trade）の源であ

った－団結した国家（a united country）として我々をまとめるものであり、我々が、連合（Union）

として、部分の総和に勝ることを意味するものである。英国国内市場（The UK Internal Market）

は、多くのその他の国家の経済同盟（economic unions）にずっと先立つものであり、事業者が

その成長と繁栄のために必要とする確実性を提供することにより、我々の国家全体にわたっ

て経済的繁栄を推進することに他に類をみないほどの成功をおさめてきた。（序（Introduction）

1段） 

 

国内市場（the Internal Market）は、三世紀以上にわたって英国法に謳われてきたが、1973年に

おける英国の欧州経済共同体（当時）への加盟により、ＥＵ法が我々の経済の法的基盤の提

供においてより直接的な役割を果たすことになった。ＥＵ司法裁判所の関連する判決ととも

に、ＥＵ指令及び規則が、英国法に置き換わり、国内市場（the Internal Market）の法的基盤に

おいて不可欠な役割を担った。（序（Introduction）2段） 

 

英国が移行期間を終了し、ＥＵ法秩序から離れると、我々は、この数世紀にわたったサクセ

ス・ストーリーを維持し、英国国内市場（the UK Internal Market）の継続した途切れのない機

能を保証するための立法が必要になる。新しい障壁の発生を回避することは、我が国（our 

nation）の境界内で取引をする、我々の優秀な製造業者、生産者及びサービス事業者にとって

 
 147  Brien et al. (2020), p.4.  
 148  英国国内市場白書は、英国の国内市場（Internal Market）とは「英国（ＵＫ）内での取引（trading）に障壁が

ないことを確保する一連のルール」である、としている（72 段）。 
 149  ただし、これは英国政府の歴史観ないし国家観に立脚するものであり、必ずしもスコットランド政府の歴史

館ないし国家観に一致していないことに留意する必要がある。例えば、スコットランド政府は、英国政府が

連合法（the Acts of Union）によるスコットランドとイングランドの間の自由市場の創設を「我々の共有され

た繁栄の基盤（bedrock）」（英国国内市場白書 58 段）と呼んでいることについて、1707 年連合（the 1707 
union）の複雑な現実とそれが近世のスコットランド及びイングランドの国家（states）にもたらした影響

（implications）を正確に反映していない、と述べている。See Scottish Government (2021), ANNEX B. 
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重要（vital）である；我々は他国とより良い貿易関係を築こうとしているので、海外における

我々のパートナーにとって［重要である］；英国内全域にわたって繁栄と人民の暮らしを確保

するために［重要である］。我々は、これを、すべての英国内取引（intra-UK trade）を摩擦の

ないままにすることを確保しつつ、分権合意（the devolution settlement）を尊重し、現在ＥＵ

の一部として有しているものより多くの政策分野について分権政府が権限を受け取るような

やり方で行うこととする。（序（Introduction）3段） 

 

 このように、英国政府は、英国国内市場（the UK Internal Market）の機能を継続させることの意

義を示した上で、（ⅰ）摩擦のない英国内取引（intra-UK trade）の確保と（ⅱ）分権合意（the devolution 

settlement）の尊重という２つの要請に応えるようなアプローチを採ることを表明しているが、英

国政府のアプローチが果たして後者の要請に応えるものになっているかどうか（英国がＥＵの構

成国であったときよりも分権政府の権限が増えることになるのか）については、後述するように、

英国政府と分権政府の間で認識に齟齬がみられることになった。 

上でみられるように、英国政府は、移行期間の終了に伴ってＥＵ法秩序から離れた段階で「英

国国内市場（the UK Internal Market）」の機能を保証するためには、「立法」が必要となる、として

いる（3段）。より具体的には、英国国内市場白書は、「相互承認（mutual recognition）」と「無差別

（non-discrimination）」という２つの原則を法に謳うことを提案している。この２つの原則は、英

国国内市場法案において具現化したことから、その内容については、次の項で説明することとし

たい。いずれにせよ、英国政府は、英国がスコットランド等の４つの「領域」から構成されてい

ることを念頭に置きつつ、分権（devolution）の進展により異なる規制システムを有するようにな

った（あるいは異なる規制をする権限を有する）２つ以上の「領域」間で（ＥＵ離脱に伴う）「新

しい障壁」の発生を回避することを立法目的としている、とみられる（英国国内市場白書の序

（Introduction）9段、10段参照。）。 

 

 なお、英国国内市場白書は、同白書で議論されている立法は、「より広い範囲の部門にわたる規

則上の一貫性のベースラインとなる水準」を提供することによって「共通枠組み（Common 

Frameworks）」を補完するものである（22段）、としている。英国国内市場白書は、次のとおり述

べる。 

 

「共通枠組み（Common Frameworks）」は、規制を管理するための分権政府（devolved 

administrations）との密接な協力を通じて特定の政策分野における高い水準の規則上の一貫性

を提供することによって英国国内市場（the UK Internal Market）を保護することを目的とする。

それらは、高い規則基準を設定・維持するために公務員が一緒に取り組むことを可能にする

ことでこれを行う。しかしながら、［共通］枠組み自体は、国内市場全体（the entire Internal 

Market）の一体性（integrity）を保証できない。それらは部門固有（sector-specific）のものに

なりがちなので、経済的規制の全体性（totality）や相違の累積的影響、すなわち一つの部門で

の規則上の相違が他の部門に影響することの結果に対処しない。最後に、それらは、より広

いＥＵの機関の環境（ecosystem）や、英国国内市場（the UK Internal Market）が持っている条
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約上の権利をどのように代替するのが最善かという問題に完全に対処するものではない。（21

段） 

 

 ここでの要点は、分権政府との協力を通じた「共通枠組み（Common Frameworks）」自体は英国

国内市場の一体性を保証できないと英国政府が主張していることであろう。後述するように、こ

の点が、スコットランド等の分権政府との決定的な齟齬を招いたところである。 

 

③英国国内市場法案の内容等 

 英国国内市場法案は、基本的に上述の英国国内市場白書に示された考え方を踏まえたものとな

っている。 

 英国国内市場法案は、主要な７つの部分と２つの附則で構成されている。すなわち、第1部（英

国市場アクセス（物品））、第2部（英国市場アクセス（サービス））、第3部（職業資格（Professional 

qualification）と規制）、第4部（英国国内市場についての独立した助言とモニタリング）、第5部（北

アイルランド議定書）、第6部（財政支援上の権限）及び第7部（最終規定）と、市場アクセス原則

からの除外（exclusions）を定めた２つの附則という構成である。 

 英国国内市場法案の柱の一つは、物品とサービスについて英国市場へのアクセスを規律する2つ

の市場アクセス原則（「相互承認（mutual recognition）」と「無差別（non-discrimination）」）を定め

たことである。これらの原則は、人や企業が異なるネイションにおいて異なる障壁に直面するこ

となく英国内全域にわたって取引をすることを可能とすることを目的としている150。英国国内市

場法案で定める内容は多岐にわたるが、ここでは、同法案の定める市場アクセス原則のポイント

を確認するにとどめたい。 

 英国国内市場法案の第1部（1～14条）は、物品（goods）のための英国国内市場に焦点を当てた

ものであり、市場アクセスを支える「相互承認」と「無差別」という２つの原則を定めている151。 

 「相互承認」の原則は、ある物品が英国の一部の地域で生産されている（あるいはその物品が

輸入されている）として、それがそこでの販売に関する「関連規制要件（relevant regulatory 

requirements）」を満たしているためにそこで合法的に販売できるのであれば、他の地域の「関連規

制要件」を守らずとも、他の地域で販売されることを可能とするものである152。つまり、「相互承

認」の原則は、例えば、イングランドにおける「関連規制要件」を満たしているイングランド原

産の物品は、スコットランドにおける「関連規制要件」を満たす必要なしにスコットランドで販

売できることを意味している153。 

 ただし、既存の規制（法案の該当部分が発効する前に実施されているもの）で既に英国内で差

異が生じているものは、「相互承認」の原則の範囲外となる。仮にそのような既存の規制要件に実

質的な改変が加えられた場合には、それらは「相互承認」の範囲内に入る154。また、このほかに

 
 150  Brien et al. (2020), p.4.  
 151  See Brien et al. (2020), p.36.  
 152  See Explanatory notes relate to the United Kingdom Internal Market Bill as introduced in the House of Commons on 9 

September 2020 (Bill 177), par.11.   
<http://publications.parliament.uk/pa/bills/cbill/58-01/0177/en/20177en.pdf>, (accessed 2022-12-18). 

 153  See Brien et al. (2020), p.36.  
 154  Brien et al. (2020), p.37.  
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も「相互承認」の原則から除外されるものがある。例えば、公共的機能を果たす目的での販売や、

動植物衛生に関する規制等を含む一定の政策分野に係るものがこれに当たる155。 

「無差別（non-discrimination）」の原則は、大まかに言えば、英国のある地域が、他の地域から

入ってきた物品を地元（local）の物品より不利に扱うことを防止するものである156。これは、直

接的差別と間接的差別の両方を対象としている157。また、「無差別」の原則についても、既存の規

制、公共的機能を果たす目的での販売、一定の政策分野に係る規制等が除外されることが定めら

れている158。 

 英国国内市場法案の第2部（15～21条）は、サービスについて「相互承認」と「無差別」という

２つの市場アクセス原則を定めている。 

 英国国内市場法案においては、サービスを提供するための許可（authorisations）の「相互承認」

の原則は、概ね、仮にサービス事業者が英国の一つの地域でサービスを提供するための許可を得

た場合には、その事業者は、英国内全域で当該サービスを提供することが自動的に許可されるこ

とを意味する159。ただし、金融サービスや司法サービス等の一定のサービスは、「相互承認」の原

則から除外される（附則2条にリストを掲載。）160。また、第2部の規定は、英国国内市場法案の該

当部分が発効する前に実施されている立法上の規制要件には遡って適用されない161。 

 サービスに関し、「無差別」の原則は、サービス事業者に対するいかなる規制上の要件も、直接

的であれ間接的であれ、事業の場所又は居所に基づく差別をしてはならないことを意味する162。

ただし、これについても、附則2条に掲げる一定のサービスを含め、「無差別」の原則から除外さ

れるサービスがある163。 

 英国国内市場法案第3部（22～27条）の主な目的は、職業資格（professional qualifications）の承

認に関する、英国の異なる地域の間の将来の相違（divergence）を回避することにある。そのよう

な相違は、専門職の人（professionals）の移動の新たな障壁をつくり得るからである164。第3部は、

「自動的承認（automatic recognition）」と「平等取扱い（equal treatment）」の原則に基づく、法律に

よって規制された職業のための英国内全域にわたる職業資格（professional qualification）の承認に

ついての統一された制度を導入している165。Brien et al. (2020) は、この2つの原則は「相互承認」

と「無差別」の原則という一般的な原則のバリエーションである、と述べている166。 

以上に述べた英国国内市場法案で定める市場アクセス原則の骨格は、2020年英国国内市場法に

おいても基本的に変わるところがない167。次の項では、上記の内容を含む英国国内市場法（案）

 
 155  See Brien et al. (2020), pp.37-38.  
 156  Brien et al. (2020), p.38.  
 157  See Brien et al. (2020), pp.38-39.  
 158  Brien et al. (2020), p.40.  
 159  Brien et al. (2020), p.41.  
 160  See Brien et al. (2020), p.42.  
 161  Brien et al. (2020), p.43.  
 162  Brien et al. (2020), p.43.  
 163  See Brien et al. (2020), p.43.  
 164  Brien et al. (2020), pp.43-44.  
 165  Brien et al. (2020), p.44.  
 166  Ibid.  
 167  一方、第 5 部・第 6 部のいくつかの規定は、北アイルランド議定書の一部を（一方的に）変更することがで

きる権限を英国政府の大臣に与えていること等が問題とされ、ＥＵとの合意を受けて、法案審議の過程で関連

規定が取り除かれることになった。  
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に対してスコットランド等の分権政府がどのような立場をとったかを中心にみていくこととする。 

 

(2) スコットランド政府の立場等 

➀英国国内市場法案に対するスコットランド政府の見解等 

 英国国内市場法案の庶民院への提出を受けて、スコットランド政府は、2020年9月28日に立法同

意覚書（legislative consent memorandum）168をスコットランド議会に提出した（以下、当該立法同

意覚書を「2020年スコットランド政府立法同意覚書」という。）。ウェールズ政府も、2020年9月25

日に立法同意覚書169をウェールズ議会に提出した（以下、当該立法同意覚書を「2020年ウェール

ズ政府立法同意覚書」という。）。両方とも英国国内市場法案が分権議会の同意を必要とするとい

う見解を示しつつ、分権議会が同法案に同意を与えることを勧めることはできないという立場を

とる内容となっている。2020年スコットランド政府立法同意覚書は、英国国内市場法案が「分権

（devolution）」との関係でどのように評価できるかという点に関し、次のとおり述べる。 

 

英国国内市場法案は、1997年以来の英国の憲法上の編成（constitutional arrangements）におけ

る分権（devolution）の原則及び実務と基本的に両立しない。相互承認と無差別という市場ア

クセス原則（Market Access Principles）は、［分権機関に］移譲された権限（devolved competence）

に対する広範囲の制約を導入することで明確な留保権限モデルに反するものであり、予測不

可能なやり方で法的紛争の増加につながるものである。特に、相互承認の原則は、スコット

ランドが責任を有する、スコットランドにおける分権された社会的・経済的目標を追求する

ためにその権限を行使する［スコットランド］議会の能力を減じる。英国政府（そして実に

その他の分権政府）によって設けられた規制の基準を受け入れることをスコットランドに義

務付けることによって、それは、事実上、環境基準又は公衆衛生を促進する措置のように、

分権分野において英国政府の大臣がスコットランドのために立法することを可能とするもの

である。（12段）170 

 

 上に引用した部分から、スコットランド政府は、英国国内市場法案は（英国国会に留保される

権限が明示的に定められる）留保権限モデルに反し171、分権機関の権限を損なうものであり、特

 
 168  Legislative Consent Memorandum relates to the United Kingdom Internal Market Bill (lodged with the Scottish 

Parliament on 28 September 2020)  
<https://archive2021.parliament.scot/S5_Finance/General%20Documents/SPLCM-S05-47.pdf >, (accessed 2022-12-17).  

 169  Legislative Consent Memorandum relates to the United Kingdom Internal Market Bill (laid before the Senedd on 25 
September 2020)  
<https://senedd.wales/laid%20documents/lcm-ld13513/lcm-ld13513-e.pdf>, (accessed 2022-12-17).  

 170  引用部分には参照先（当該立法同意覚書の段番号）が記載されていたが、引用者の判断で省略した。 
 171  この点に関し、「1997 年以来の分権（devolution）：原則と実務」という項目の中で、2020 年スコットラン

ド政府立法同意覚書 9 段は、次のとおり述べている（英国政府と分権政府の間で上下関係はないと主張してい

ることに留意する必要があろう。）。 
 「1997 年のレファレンダムにおいてスコットランド人民によって承認された分権合意（devolution settlement）
は、明示的に留保されない限り権限が移譲される（devolved）ことを確立し、権限についての紛争の範囲を著

しく減らした留保権限モデルである。重要なことに、英国における政府［＝英国政府と分権政府］にはヒエラ

ルキーはなく、英国政府の大臣は、（いくつかの非常に限られた例外を除いて）分権分野における、民主的に

選ばれ説明責任を有するスコットランド議会/政府の決定を監督する責任はない。」 
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に「相互承認」の原則が（スコットランドが責任を有する分権分野においても）英国政府（及び

他の分権政府）によって設けられた規制の基準をスコットランドに義務付けるものであると主張

している、と整理することができよう。これが、スコットランド政府の規制上の自律性を損なう

ものとして、スコットランド政府が英国国内市場法案に対して強い懸念を示す根拠の一つとなっ

たとみることができるのではないか。より具体的には、スコットランド政府は、英国国内市場法

案がとるアプローチは、２つの意味で英国を構成する４領域の間で非対称的（asymmetrical）な効

果を有する、と主張している。2020年スコットランド政府立法同意覚書は、次のとおり述べる。 

 

また、［英国国内市場］法案での提案は、２つのやり方で非対称的（asymmetrical）である。第

一に、それらは、英国のいずれかの地域で設けられた最低限の要件を満たす物品又はサービ

スが、［それぞれの政府又は議会の］権限内の事項についてのそれぞれの政府又は議会の見解

がどうあれ、全体としての英国中にわたって許容されなければならないことから、規制緩和

（deregulation）又は基準の引下げを促す。そうなるとインセンティブは、この新しいより低

い基準値（threshold）にすべての基準を合わせるか、あるいはそれぞれの国内市場（domestic 

market）における生産者又はサービス事業者に不利益を与えるかである。すべてに対してより

高い水準を課すことに相当するメカニズムはなく、基準を高めるためのいかなる政府のいか

なる試みもまた、英国の他の地域からの物品及びサービスが依然として市場に出されること

を許可する必要があることから、現実の実際的な利益を達成することなく、自らの生産者に

不利益を与える可能性がある。これは、食品や飲料のように、成功がスコットランド・ブラ

ンドに付いている質の保証の上に築かれているところの、スコットランド経済の主要部門に

とっては特に重大になり得る。（13段） 

 

理論的には、これは、英国のそれぞれの地域にとって当てはまるので、例えば、スコットラ

ンド議会又はウェールズ議会、あるいは北アイルランド議会は、その国内市場（domestic 

markets）のための規制緩和をすることによってイングランドにおける基準を効果的に調整し

得る。しかしながら、これは、分権議会とは異なり、英国国会が、仮にスコットランド、ウ

ェールズ又は北アイルランドにおける規制緩和のイングランドの生産者にとっての結果を支

持しない場合には、どの部門についても市場アクセス原則（Market Access Principles）を除外

するために第一次立法を使う権威を保持していることから、第二の非対称性（asymmetry）を

示している。［中略］また、イングランドの相対的な規模は、より多くのイングランドからの

物品及びサービスが分権法の効果から除外されることになることから、［英国国内市場］法案

が英国の他のネイションに対してより抑圧する形で（more restrictively）影響を及ぼすことを

意味する。英国政府の大臣のみが［英国国内市場］法案の規定に基づき市場アクセス原則

（Market Access Principles）からの除外を調整する権限を有することになることも重要

（relevant）である。（14段） 

 

 ここでスコットランド政府が問題視しているのは、第一に、英国国内市場法案によって、英国

のいずれかの地域の「低い基準」を満たす物品・サービスが他の地域でも許容されることにより、
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他の地域での「高い基準」を満たしていた物品・サービスの生産者（提供者）は「低い基準」に合

わせることを余儀なくされるか、「高い基準」を維持することで不利益を被ることになる、という

点である。第二に、スコットランド政府は、イングランドにはそのような英国国内市場法案の効

果はより有利に働くことを示唆している。すなわち、イングランドに不利益をもたらすような結

果が生じる場合には、イングランドのための立法を行う英国国会が市場アクセス原則の「例外」

を設けることができることを問題視している。また、イングランドが他の地域との関係で相対的

な規模が大きいことも英国国内市場法案の効果が４つの「領域」の間で非対称的な効果をもたら

す要因となる、とスコットランド政府は認識しているとみられる。このように、分権諸法によっ

てもたらされたそれぞれの「領域」における「規制上の自律性」を損なうなどの理由から、スコ

ットランド政府が英国国内市場法案に対して反対のスタンスを示していることを上の記述から読

み取ることができよう。 

2020年スコットランド政府立法同意覚書は、合意によるプロセスを通じて設けられる共通枠組

み（common UK frameworks）が、分権（devolution）を尊重するものとして、英国国内市場法案に

勝る点について、次のとおり述べる。 

 

また、［英国国内市場］法案は、［英国規模の共通枠組み（common UK frameworks）が］既存

のＥＵ体制を置き換えるのに必要とされる場合に当該枠組みについて交渉し同意する、合意

によるプロセス（the agreed process）を損なっている。共通枠組み（common frameworks）のア

プローチは、［分権機関に］移譲された権限（devolved competence）を尊重する一方で英国内

全域にわたる市場アクセスを保証することによって、そして、重要なことには、生産者や消

費者に明確性及び確実性を与えながら競争的な規制緩和のリスクを回避しつつ、すべての生

産者が満たさなければならない、合意による最低限の基準を効果的に提供することによって、

［英国国内市場］法案の主張されたすべての目標を提供するものである。対照的に、［英国国

内市場］法案は、事実上、英国のそれぞれの地域において同時に４つの規制システムが存在

することを認めるが、［生産者が］英国のどの地域で活動するかによって異なる生産者に異な

る影響を与える：［英国国内市場］法案が達成すると主張している確実性と明確性とは反対の

ものである。（15段） 

 

上の記述で、スコットランド政府が、すべての生産者にとって何が「最低点の基準」であるべ

きかの決定はあくまで合意によるべきものでなければならないと考えている点は重要と思われる。

それが、合意のプロセスによって「英国規模の共通枠組み（common UK frameworks）」を設けるこ

との利点であり、当該共通枠組みが「分権（devolution）」を尊重するもの（それぞれの規制上の

自律性を確保するもの）として評価されるゆえんといえるのではないだろうか。そのような合意

のプロセスによらず、「英国のどの地域で活動するかによって異なる生産者に異なる影響を与える」

英国国内市場法案は、スコットランド政府にとっては受け入れられないものとなったと思われる。 

 

②英国国内市場法案に対するウェールズ政府の見解等 

 分権（devolution）との関係で英国国内市場法案に対して懸念を示し、政府間でのより協力的な
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アプローチを望んでいるのは、スコットランド政府のみではない。2020年ウェールズ政府立法同

意覚書は、次のとおり述べる。 

 

ウェールズ政府は、［英国国内市場］法案において提案されている措置はいかなる方法によっ

ても英国政府がそのために主張している目的に比例的であるとは認めない。ウェールズ政府

は、英国政府のための国内市場の原則に反対しているわけでも、英国規模の補助金体制に反

対しているわけでもない。しかしながら、［英国国内市場］法案における提案は、英国のネイ

ション間の経済的・規制上の協力を確保するために必要とされる構造（structure）から大きく

それるものであり、仮に制定されれば、［分権機関に］移譲された権限（devolved competence）

内の事項に関連して規制するためのウェールズ議会及びウェールズ政府の大臣の長い歴史を

持つ権限を損なうことになる。（72段） 

 

 ウェールズ政府は、英国国内市場法案第1部～第3部について、それらが適切な例外を設けるこ

となく、包括的な方法で市場アクセス原則を自動的に適用していることを根拠として反対してい

る（75段）。英国国内市場法案が「とりわけ環境基準及び食品の安全や質に関連する基準の設定に

関して『底辺への競争（‘race to the bottom’）』に道を開く」（75段）ことにウェールズ政府が懸念

を示していることが注目される。スコットランド政府とウェールズ政府はともに、英国国内市場

法案に定められた市場アクセス原則が、自ら設けた規制上の（高い）基準を無効化し、当該基準

を満たさない物品やサービスが販売/提供されるという結果を招来するおそれがあることを問題

視しているといえよう。そして、ＥＵレベルの規制に代わる英国規模の共通枠組み（common 

frameworks）が必要であるとしても、どの政策分野においてどのような共通枠組みを設けるかにつ

いては、英国政府と分権政府の合意が必須であるというのがスコットランド等の分権政府の立場

とみることができよう。 

その後、法案の審議過程で、英国国内市場法案の分権（devolution）に関連する部分の修正が行

われた。主要な修正は、（ⅰ）一定の規則制定権限を行使する前に分権政府の同意を得ようとする

ように英国政府に求めること、（ⅱ）仮に共通枠組みプロセス（common frameworks process）を通

じて合意に達した場合には、一定の規制が市場アクセスから除外され得ることであった172。スコ

ットランド議会及びウェールズ議会は両方とも立法同意を与えることを留保したが173、英国政府

は立法手続を進め、2020年12月17日に2020年英国国内市場法が成立した。 

既にみてきたように、英国政府は、異なる規制をする権限を有する２つ以上の「領域」間での

（ＥＵ離脱に伴う）「新しい障壁」の発生を回避する立法をすることを目的としていた。このよう

な立法目的からすれば、英国国内市場法案の策定は、英国政府にとっては、英国規模のスキーム

の構築を通じて英国国内市場（ひいては英国（ＵＫ）という国家）の「一体性」を確保するという

意味合いを有したものとみられる。しかしながら、分権政府にとっては、英国国内市場法案は「規

制上（ないし政策上）の自律性」の確保という「譲れない一線」を踏み越えるものと受け止めら

 
 172  Institute for Government (2020).  
 173  Institute for Government (2018a). スコットランド議会は 2020 年 10 月 7 日に、ウェールズ議会は 2020 年 12 月

8 日に当該法案への同意を留保すると議決した。 
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れたといえる。英国国内市場法案の立法過程を通じて、（ⅰ）英国の「一体性」の維持・確保と（ⅱ）

「分権（devolution）」の尊重という２つの要請に応えることの困難さが際立つことになったとみる

ことができるのではないだろうか。また、ここでも、「セウェル習律（Sewel Convention）」が機能

しない「実績」ができたことは、英国政府とスコットランド等の分権政府との間の信頼関係に試

練をもたらすことになったと思われる。 

 

６． スコットランド独立の是非を問う住民投票等 

 

(1) 分権運動・独立運動の展開と独立の是非を問う 2014 年住民投票 

➀分権運動・独立運動の展開等（スコットランド議会の設立まで） 

 ＥＵ離脱という新たな統治問題に直面した英国政府は、2018 年欧州連合（離脱）法や 2020 年英

国国内市場法を制定するという判断に踏み切った。しかし、これは、上でみてきたとおり、分権

（devolution）の意義を没却するものとして分権政府の批判を受けることになった。これらの国会

制定法は、英国の憲法秩序（統治秩序）の根本に関わる重要な国会制定法である。それらは、Ｅ

Ｕ離脱後の英国国会/政府と分権議会/政府との権限配分はどうあるべきか、英国規模の共通枠組

み（common frameworks）と分権政府の立法上・規制上の「自律性」との調和はどのように図られ

るべきか、という難問をはらんだものであった。いずれの国会制定法も、これまで進展してきた

分権（devolution）の意義に密接にからむものである。その制定に至るまでの過程で英国政府と分

権政府（特にスコットランド政府）の間で分権（devolution）に関する認識に齟齬が生じたことが

意味するところは大きいといえよう。少なくとも、ブレグジット・プロセスを通じて、英国の国

家としての「一体性」を維持することの困難さが表面化したことは否めないであろう。 

 それでは、ＥＵ離脱を契機としてもたらされたこのような英国の「一体性」の動揺は、英国か

らのスコットランドの分離独立の実現につながるのだろうか。英国の将来を占うことは本稿の目

的とするところではないが、英国の国家としての「一体性」が維持されなくなる最もわかりやす

く決定的な形の一つが英国を構成する「領域」の一つ（又は一つ以上）が分離独立することであ

ることから、スコットランドの独立の実現可能性について分析する意義はあると考える。スコッ

トランド独立を目標としてきたスコットランド国民党（ＳＮＰ）がスコットランド議会の政権党

であり、スコットランド政府のスタージョン首席大臣がスコットランド独立の是非を問う（２回

目の）住民投票の実施の方針を明確にしていることから、以下では、スコットランド独立の実現

可能性等について触れることとしたい。そこで、まず、スコットランドの分権運動・独立運動が

どのように展開されてきたか、そしてそれが独立の是非を問う2014年住民投票にどのようにつな

がっていったかを確認しておきたい。 

 中村（2020）によれば、「『人民［国民］主権（popular sovereignty）』なる観念はイングランドの

憲法史には登場したことがない。しかし、スコットランドの憲法史には登場してきた。」という174。

そして、中村（2020）は、「20世紀に入ると、スコットランドにおいて統治権の大ブリテンからの

 
 174  中村(2020), p.56. 
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全面的または部分的取戻し運動（前者は独立運動、後者は分権運動）が断続的に生じ、そこでも

人民主権が論拠とされた。」としている175。それは、分権運動の流れでは1978年スコットランド法

の発効要件として実施されたスコットランドの1979年住民投票や、独立運動の流れではスコット

ランド独立の是非を問う2014年住民投票等の政治的実践において観察される、という176。 

 ただし、力久（2018）は、1707年のイングランドとスコットランドの合同以降、「さまざまな分

野で制度的な独自性の維持が認められたのに加えて、行政、立法、代表などについても中央政府

によって一定の配慮がなされたことから、スコットランドでは長期にわたってイギリスからの分

離独立はおろか、一定の自治権を求める動きでさえ強くはなかった。」と述べる177。 

この状況に変化が訪れた時期は、1960年代末とされている178。この時期から、スコットランド

独立をめざすＳＮＰが、急速に支持を拡大した。そして、ＳＮＰの躍進に危機感を持った労働党

政権の下で、1979年に、スコットランド議会の設立等の是非を問う住民投票が実施されることに

なった。その結果、有権者総数の40％以上という閾値要件を満たせず、分権は（いったん）挫折

することになる179。 

なお、Torrance（2023）は、1980年代から1990年代の間のスコットランドの政治的論説（discourse）

の顕著な特徴として、「スコットランドの別個で独立した『統治権』（a distinct and separate Scottish 

“mandate”）」の存在を挙げている180。Torrance（2023）は、「これは、憲法上のものというよりも、

1979年から1997年までの保守党政権が、スコットランドにおける少数派の支持しか得られず、グ

レートブリテンにおいて選ばれたという事実を反映した、政治的正統性に関する主張（argument）

である。」と分析している181。Torrance（2023）は、これに関連するのは、「民主的赤字（“democratic 

deficit”）」の考え方であり、これに基づき、スコットランドは保守党多数派のルールには同意して

こなかった、と述べる182。分権（devolution）は、その「赤字（“deficit”）」を緩和する手段として

みなされた183、というのである。 

 また、Torrance（2023）は、スコットランドの人民主権の最も顕著な表現は、1988年の「スコッ

トランドのための権利の請求（“A Claim for Right Scotland”）」に見出された、と述べている184。こ

れは、連合（the Union）におけるスコットランドの当時の地位を批判したものであり、「連合王国

政府の枠組み内で（“within the framework of United Kingdom government”）」スコットランド分権議

会のスキームを作成する憲法習律（constitutional convention）の形成を提唱した185。「スコットラン

ドのための権利の請求（“A Claim for Right Scotland”）」は独立を明示的に拒否しなかったが、独立

交渉は分権（devolution）の計画よりも「はるかに複雑な仕事になるだろう」と主張した、と指摘

 
 175  同上。 
 176  中村(2020), p.56-58 参照。 
 177  力久(2018), p.44. 
 178  力久(2018), p.45 に依る。 
 179  力久(2018), p.46 参照。 
 180  Torrance (2023), p.15. 
 181  Ibid. 
 182  Ibid. 
 183  Ibid. なお、「民主主義の赤字」に対応するための分権（devolution）が特に 2016 年以降弱められているとす

るスコットランド政府の主張について、本稿 pp.17-18 参照。 
 184  Torrance (2023), p.15. 
 185  Ibid. 
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されている186。 

 この「スコットランドのための権利の請求」を受けて、1989年には超党派団体の「スコットラ

ンド憲政会議（Scottish Constitutional Convention）」が発足した187。この団体には、労働党、自由民

主党、緑の党など政党の代表に加えて、労働組合、教会、地方政府、その他広範な市民団体が参

加したが、スコットランド議会の設立に反対する保守党や、権限移譲よりも分離独立を求めるＳ

ＮＰは参加しなかった、という188。そして、スコットランド憲政会議の1995年の報告書『スコッ

トランドの議会、スコットランドの権利（Scotland's Parliament: Scotland's Right）』では、「1979年

のレファレンダムの際よりもスコットランド議会の権限を大幅に強化する構想が示された」とさ

れる189。1997年総選挙に勝利した労働党政権の下で1997年に実施された住民投票における支持を

得て1999年5月にスコットランド議会が設立されたが、その権限については、スコットランド憲政

会議の報告書で示されたような内容が「ほぼそのままの形で実現する」ことになった190。 

 

②スコットランド独立の是非を問う2014年住民投票 

 ただし、分権を求める動きがスコットランド議会の設立をもって終息したわけではなかった。

力久（2018）によれば、「1990年代末の改革は不十分として、権限移譲の拡大を求める声は議会設

立当初からあった」という191。力久（2018）は、「2007年スコットランド議会選挙において、分離

独立をめざすＳＮＰが政権についたことをきっかけとして、権限移譲の拡大が一定程度実現した。

一方、ＳＮＰ政権はスコットランド議会で過半数議席を持っていなかったことから、最大の目標

である独立に向けた進展は見られなかった」と述べている192。 

 しかし、2011年5月5日のスコットランド議会選挙において、ＳＮＰが単独過半数議席を獲得し

たことにより、スコットランド独立問題が大きく取り上げられることになった。2011年スコット

ランド議会選挙のためのマニフェストにおいて、ＳＮＰは、独立の是非を問う住民投票において

スコットランド人民にスコットランドの将来を決定する機会を与えること（そのため住民投票法

案をスコットランド議会に提出すること）を約していた193。キャメロン首相は、同選挙が実施さ

れた直後、ＳＮＰの勝利が住民投票を正当化することを認めた194。 

キャメロン首相は、スコットランド独立についての住民投票のイニシアティブをとる意図を

2011年1月8日に示していた195。その2日後、当時のスコットランド担当大臣であるマイケル・ムー

 
 186  Ibid. 
 187  力久(2018), p.47. 
 188  力久(2018), pp.47-48. 
 189  力久(2018), p.48. 
 190  力久(2018), pp.48-49. 
 191  力久(2018), p.41. 
 192  同上。スコットランド政府は、2010 年 2 月に『スコットランドの将来：住民投票（スコットランド）暫定法

案協議文書（Scotland's Future: Draft Referendum (Scotland) Bill Consultation Paper）』を公表するなど、将来のス

コットランドの憲法上の在り方に関するスコットランド人民の見解を探る動きをみせたが、当該法案がスコッ

トランド議会で検討されることはなかった（2010 年 9 月、スコットランド政府は、住民投票（スコットラン

ド）法案を 2011 年のスコットランド議会選挙より前に提出しないことを確認した。）。See Torrance (2023), 
pp.34-39. 

 193  Torrance (2023), p.39. 
 194  Paun et al. (2019), p.10. 
 195  BBC News online (2012). 
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アは、1998年スコットランド法の30条命令196制定に係る規定に基づき住民投票のための権限が移

譲され得ると提案した197。 

同日に公表された英国政府の協議文書（Scotland's constitutional future）は、国会制定法によって

スコットランド議会にスコットランドにおける住民投票を実行する権限を与える選択肢にも言及

していたが、30条命令（a section 30 Order）がより望ましいアプローチであると強調した198。また、

同協議文書では、スコットランド政府の2010年の住民投票暫定法案の「目的と効果（“purpose and 

effect”）」の両方とも「スコットランド王国とイングランド王国の連合（the Union of the Kingdoms 

of Scotland and England）」という留保事項に直接に関連するという英国政府の見解が示された（ス

コットランド議会にスコットランド独立の達成を可能とする権限が与えられることを求める住民

投票は、依然として独立に関する住民投票なので、不法（unlawful）ということになる。）199。 

 他方、スコットランド政府は、2週間後に公表した協議文書（Your Scotland, Your Referendum）に

おいて、2010年に提案した「スコットランド議会の権限が、独立が達成されることを可能とする

まで拡張されるべきか否か」を問う質問は、スコットランド議会が住民投票のための立法をする

権限に係る要件に従うために注意深く表現されたものだと主張した200。しかしながら、スコット

ランド政府は、スコットランド議会の権限に関する懸念を除去すべく1998年スコットランド法の

明確化に向けて英国政府と取り組み、「住民投票を実質的に英国政府や他の者からの法的異議申立

ての余地のないものにする」用意がある、と述べた201。そして、スコットランド政府は、英国国

会とともにスコットランド議会の同意を必要とする30条命令を好むが、（英国政府の協議文書で提

案されたような）30条命令に対する条件の押付けを受け入れることはできない、とした202。住民

投票の質問としてスコットランド政府が提案した質問は、「あなたは、スコットランドが独立国家

となるべきことに同意するか（“Do you agree that Scotland should be an independent country？”）」と

いうものであったが、英国政府が30条命令に基づくスコットランド議会の立法上の権限の調整に

ついて同意しようとしなかった場合には2010年に提案した質問をベースとした住民投票という選

択肢を有する、というのがスコットランド政府のスタンスであった203。 

 英国政府とスコットランド政府の何か月もの交渉の結果、2012年10月15日、両者の間でエディ

ンバラ協定（the Edinburgh Agreement）が署名された。これは、スコットランド議会が2014年末ま

でに住民投票を実施することを可能とする30条命令の草案を含んでいた204。スコットランド議会、

 
 196  30 条命令（a section 30 Order）は、1998 年スコットランド法に基づき制定される従位立法（第二次立法）の

一類型である。それは、スコットランド議会の立法上の権限を、一時的又は永続的に、拡張又は制限するため

に使用されることができる。それは、同法附則 5 条に定める「留保権限（“reserved powers”）」のリストを変更

するか、又は同法附則 4 条に定める「修正から保護される法令等」を変更すること（あるいはその両方）によ

ってなされる。30 条命令の提案のイニシアティブは、スコットランド政府又は英国政府のいずれによってもと

られ得るが、法となる前に庶民院、貴族院及びスコットランド議会の承認を要する（Torrance (2023), p41.）。 
 197  Torrance (2023), p.41. 
 198  Scotland's constitutional future, a UK government consultation paper, p.12. 

<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/39248/Scotlands_Const
itutional_Future.pdf>, (accessed 2023-01-18) 

 199  See Torrance (2023), p.42. 
 200  Torrance (2023), p.43. 
 201  Ibid. 
 202  Ibid. 
 203  See Torrance (2023), p.43. 
 204  Torrance (2023), p.51. 
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庶民院及び貴族院の承認を得て、2013年2月12日、1998年スコットランド法（附則5条の修正）に

係る2013年命令（Scotland Act 1998 (Modification of Schedule 5) Order 2013）が制定された205。その

後、スコットランド議会は、2013年スコットランド独立レファレンダム（投票権）法（Scottish 

Independence Referendum (Franchise) Act 2013）及び2013年スコットランド独立レファレンダム法

（Scottish Independence Referendum Act 2013）を制定した206。 

 力久（2018）は、2014年住民投票が実施されるまでのキャンペーンを通じて、「経済、福祉、外

交、安全保障などさまざまな争点をめぐって、賛成派と反対派が議論を戦わせることになった」、

と述べている207。そして、「分離独立は経済的に得なのかあるいは損なのか、といういわば『損得

勘定』が、人々の選択を大きく左右することになるだろうということが明らかだったために、レ

ファレンダムの争点の中でも、特に経済に関する争点に焦点が当てられていくことになった」、と

分析している208。 

 スコットランド独立の是非を問う住民投票は、2014年9月18日に実施された。このときの質問は、

「スコットランドは独立国家になるべきか（Should Scotland be an independent country?）」というも

のであった。投票結果は、反対55％、賛成45％、投票率84.6％であった209。 

以上、スコットランドにおける分権運動・独立運動の展開を確認してきた。このように、スコ

ットランド独立をめざすＳＮＰのスコットランド議会での党勢拡大が、スコットランド独立の是

非を問う住民投票の実施を現実のものとするきっかけとなったことが確認できる。スコットラン

ド独立の実現可能性という文脈で注目されるのは、（ⅰ）スコットランドにおける住民投票で独立

支持多数という結果を得ることが、スコットランド独立の実現に向けての重要なステップと認識

されていること、（ⅱ）当該住民投票の実施のための法案の成否は、それが（国会制定法である）

1988年スコットランド法で定めるスコットランド議会/政府の権限内にあるか否かに左右される、

という２点であろう。エディンバラ協定については、それが「スコットランドの自決に係る政治

的な権利の請求と、独立が結果として生じる民主的プロセスを一方的に開始するスコットランド

議会の権限に関する法的不確実性との間の一時的な妥協」でしかなく、「それらの緊張は基本的に

解決されないままとなった」との見解がある210。左記の表現を借用すれば、後述するスタージョ

ン首席大臣のアクション（スコットランド政府の提案する独立住民投票法案の規定が留保事項に

関連するかという問題を最高裁に付託したこと）211は「スコットランドの自決に係る政治的な権

利の請求」を実現するために「スコットランド議会の権限に関する法的不確実性」を解消しよう

とする試みの一つであったとみることもできるのではないだろうか。 

 

(2) ２回目の住民投票の実施可能性等 

➀２回目の住民投票に関する議論等 

 
 205  Torrance (2023), pp.51-52. 当該 30 条命令によって示されたとおり、住民投票を実施する権限は、2014 年 12

月 31 日に英国国会に戻った（Torrance (2023), p.53.）。 
 206  Torrance (2023), p.52. 各法案は、スコットランド議会での可決の後、女王裁可を得て法律となった。 
 207  力久(2018), p.52. 
 208  力久(2018), p.53. 
 209  Torrance (2023), p.52. 
 210  Tickell (2016), pp.327-328  
 211  本稿 pp.52-53 参照。 
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2014 年の住民投票の実施後も、スコットランド独立問題は政治的な議論の対象であり続けた。

そのきっかけの一つとなったのは、ＥＵ離脱の是非を問う 2016 年国民投票であろう。英国を構成

する４領域の間で投票結果が分かれ、特にスコットランドではＥＵ残留支持票が多数となったに

もかかわらず、英国全体としてはＥＵ離脱にかじを切ったことは、2014 年住民投票によって（い

ったん）おさまったかにみえたスコットランド問題が政治的アジェンダとして再浮上することに

なった重要な要因とみることができよう 212。 

Institute for Government (2018b)によれば、ＳＮＰは、（2016 年国民投票の少し前に実施された）

2016 年スコットランド議会選挙のためのマニフェストにおいて、「スコットランドがその意思に

反してＥＵから離脱させられること」が独立についての２回目の住民投票を正当化すると主張し

たが、これが当該住民投票を支持するＳＮＰの主張の柱であり続けてきた 213、とのことである。

ブレグジットが英国の「一体性」に影響を及ぼしたことを示す一例といえよう。 

スコットランド政府のスタージョン首席大臣は、2017 年と 2019 年に「30 条命令（a s30 Order）」

を正式に要請したが、英国政府（メイ政権とジョンソン政権）は、いずれにも応じなかった 214。

スコットランド政府は、2021 年 3 月 22 日に独立住民投票法案草案（Draft Independence Referendum 

Bill）を公表した 215。 

 2021 年スコットランド議会選挙において、ＳＮＰは、そのマニフェストの中で「スコットラン

ド政府として、我々は、住民投票を法的異議申立ての余地がないものにし、スコットランド議会

の管理下にするために必要な権限の移譲について英国政府と話し合う。」と述べ、さらに、「民主

的に選ばれたスコットランド議会が住民投票法案を可決し、それから英国政府が法的措置をとる

ことによりそれをブロックしようと試みる場合には、我々は、スコットランド人民の民主的な権

利を保護するために同議会の意思を精力的に守るつもりである。」とのスタンスを明らかにした 216。

これに対して、スコットランド保守党のマニフェストは、「スコットランド議会選挙において、投

票者は、ＳＮＰの過半数を否定することによって２回目の独立住民投票に対してノーというチャ

 
 212  スコットランド独立に向けての推進力が維持された要因としては、独立をめざすＳＮＰがスコットランド議

会の第一党としての座にあり、ＳＮＰ党首であるスタージョン首席大臣がスコットランド政府を率いていたこ

とも挙げられよう。 
 213  Institute for Government (2018b).  2016 年議会選挙のためのＳＮＰのマニフェスト（SNP (2016)）における関

連記述は、次のとおり。 
「スコットランド議会は、仮に独立がスコットランド人民の過半数がより望ましいと思う選択肢となっ

た場合－あるいはスコットランドがその意思に反してＥＵから離脱させられることのような、2014 年に

みられた事情に重大かつ重要な変化（a significant and material change）があった場合、もう１つの住民投

票を実施する権利を持つべきである、と我々は信じる。」 
 

 214  See Torrance (2023), pp.56-59. See also Paun et al. (2019), pp.12-13.  2019 年の要請は、ジョンソン政権下で実施

された 2019 年庶民院総選挙の後に行われたものである（ＳＮＰは、同総選挙においてスコットランドの 59 議

席のうち 48 議席を得た。）。ジョンソン首相は、スタージョン首席大臣に対する書簡の中で、スタージョン首

席大臣やその前任者であるサモンド首席大臣（当時）は 2014 年住民投票が「一世代に一度」のものという約

束をしたと述べ、スタージョン首席大臣の要請を拒否した（Torrance (2023), pp.58-59.）。 
 215  Torrance (2023), p.63. なお、2020 年には、分権事項について住民投票を実施するための法的枠組みを定める

2020 年レファレンダム（スコットランド）法（Referendum (Scotland) Act 2020）と、2020 年スコットランド選

挙（投票権及び代表）法（Scottish Elections (Franchise & Representation) Act 2020）が、女王裁可を得て法律とな

っていた（See Torrance (2023), p.59.）。 
 216  Torrance (2023), p.71.  
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ンスを有する。」として、２回目の住民投票に反対することを表明した 217。他方、スコットランド

緑の党は、そのマニフェストの中で「スコットランド緑の党は、次の議会の会期内の、2020 年レ

ファレンダム法の条件に基づく住民投票のために運動し、投票する」旨を表明した 218。 

 2021 年 5 月のスコットランド議会選挙の結果、ＳＮＰは前回選挙（2016 年）よりも 1 議席増の

64 議席を得て第一党となり、スコットランド緑の党は 2 議席増の 8 議席、スコットランド保守党

は増減なしの 31 議席となった 219。ＳＮＰは単独過半数を果たすことはできなかったが（ＳＮＰ

は少数党政府（a minority government）を形成）、スコットランド緑の党と合わせると、スコットラ

ンド独立賛成派はスコットランド議会の過半数の勢力を得ることとなった。 

2021 年 8 月、スコットランド政府とスコットランド緑の党議会グループは、今後協力し合うこ

とについての合意に達したことを発表し、「協力協定」と「共有政策プログラム」のドラフトを公

表した 220。各文書については、ＳＮＰ及びスコットランド緑の党による承認手続等を経て、それ

ぞれの最終版が公表された（「協力協定（Cooperation Agreement between the Scottish Government and 

the Scottish Green Party Parliamentary Group）」と「共有政策プログラム（Scottish Government and 

Scottish Green Party Shared Policy Programme – working together to build a greener, fairer, independent 

scotland ）」。）221。スコットランド政府とスコットランド緑の党との「共有政策プログラム」は、

スコットランド政府とスコットランド緑の党が協力すると決定した分野を詳細に示したものであ

った。当該政策プログラムは、「現在の議会の会期内に、コロナ禍が過ぎた後、スコットランド独

立についての住民投票を実施する」ことへのコミットメントを含んでいる 222。 

 2022年6月28日、スコットランド政府のスタージョン首席大臣は、議会に対する声明223において、

スコットランド政府が独立住民投票を2023年10月19日に実施することを提案する、と発表した。

この際、スタージョン首席大臣は、「昨年5月［＝スコットランド議会選挙が実施された2021年5月］、

スコットランド人民は、その結果にコミットする、［スコットランド議会の議席の］明確な過半数

に当たる議員を選んだことによって、独立住民投票に『イエス』と言った」、と述べている。これ

は、独立賛成派のＳＮＰとスコットランド緑の党の議席の合計がスコットランド議会の議席の過

半数を占めたことによって、スコットランド独立の是非を問う住民投票を実施する民主的正統性

が示されたという趣旨の主張であると受け取られよう。スコットランドにおける「人民主権」の

観念の表現の一つとみることも可能ではないだろうか。 

 スタージョン首席大臣は、上述の2022年6月28日の声明において、英国政府とスコットランド政

府がともに腰を落ち着けて、30条命令（a section 30 order）を含むスコットランド人民が決断する

ことを可能とするプロセスに責任をもって合意すべきである、と主張した。そして、ジョンソン

首相への書簡において「［ジョンソン首相］と30条命令（a section 30 order）の条件について交渉す

 
 217  Ibid.  
 218  Ibid.  
 219  Ibid.  
 220  Gilman and McKay (2021), p.6.  
 221  各文書の全文は、スコットランド政府のウェブサイトで確認できる。

<https://www.gov.scot/publications/scottish-government-and-scottish-green-party-cooperation-agreement/>, (accessed 
2023-01-01).  

 222  See Gilman and McKay (2021), p.10.  
 223  Scottish Government (2022a).  
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る用意があり、意欲があること」を明らかにする、と述べた224。スタージョン首席大臣は、「住民

投票が合法的でなければならない」というスタンスであることを明確にし、議論の余地なく合法

的な住民投票とする目標を確保するための段取りを明らかにしている。以下、2022年6月28日の声

明においてスタージョン首席大臣が示した内容を紹介する。 

 まず、スタージョン首席大臣は、スコットランド政府が2022年6月28日に「スコットランド独立

住民投票法案（Scottish Independence Referendum Bill）」（スコットランド議会に提出する前の段階

のもの）225を公表することを発表した。スタージョン首席大臣は、当該法案の主要な要素として、

（ⅰ）当該住民投票の目的は、スコットランドは独立国家であるべきか否かについてのスコット

ランド住民の見解を確かめることにあること、（ⅱ）当該法案は、当該住民投票で問われる質問は、

2014年と同一の質問である、「スコットランドは、独立国家であるべきか（Should Scotland be an 

independent country？）」であること、（ⅲ）住民投票の実施日を2023年10月19日とすることを提案

したことに注意を向けている。スタージョン首席大臣によれば、当該法案で提案された住民投票

の地位（status）は、1997年、2014年及び2016年の住民投票又は国民投票と全く同じものである（諮

問的な性格を有するもの）、という。 

その上で、スタージョン首席大臣は、スコットランド議会が30条命令（a section 30 order）なし

に立法しようとすれば、当該法案が英国政府等によって法廷闘争に持ち込まれることが不可避で

あること（そうなれば、住民投票の予定どおりの実施が困難になるなどの問題が生じること）な

どを指摘した。そのため、スタージョン首席大臣は、スコットランド政府の法務長官（Lord Advocate、

スコットランド政府への法的助言を行う。）に対して、当該法案の規定が留保事項に関連するかど

うかという問題を2022年6月28日に最高裁に付託するように依頼したこと（そして法務長官は最高

裁への付託に合意し、所要の手続が進んでいること）を明らかにした。スコットランド政府の立

場は、当該住民投票は諮問的であって、独立支持票が過半数であってもそれだけでスコットラン

ド独立が実現するものではない（not self-executing）であることから、当該法案の規定はスコット

ランド議会の立法上の権限内にある、というものである。 

スタージョン首席大臣は、諮問的な住民投票であってもスコットランド議会は立法する権限を

持たないと最高裁が決定する可能性についても言及している。その場合には、「自主的なネイショ

ンの連合としての英国（ＵＫ）といういかなる概念もフィクション」であることや「英国が平等

な者から成るパートナーシップであるといういかなる示唆も誤り（false）」であることが明らかに

なり、「どのようにスコットランドが票を投じようとも、私たちが私たちのカントリーのためにど

のような将来を望むかにかかわらず、英国政府が妨害し、覆すことができる。英国政府が常に最

終的な発言権を有する。」という現実に直面することになるが、それが独立のための強力な論拠と

なる、というのがスタージョン首席大臣の主張である。 

 つまり、たとえ最高裁によってスコットランド議会の立法上の権限に否定的な司法判断が下さ

れようとも、独立問題の終わりを意味しないというのである。スタージョン首席大臣は、仮に2023

 
 224  ジョンソン首相による返答は、「今が（2014 年にスコットランド人民によって明確に答えられた）問題に立

ち戻る時であるとは同意できない」というものであった（See Torrance (2023), p.81.）。 
 225  Scotland Government, "Scottish Independence Referendum Bill", 28 June 2022. 

<https://www.gov.scot/publications/scottish-independence-referendum-bill/>, (accessed 2023-01-04).  
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年10月19日に実施される、合法的で憲法的な住民投票につながるプロセスが法によって不可能と

されるならば、総選挙が「事実上（‛de facto’）」の住民投票となるだろう、と述べている。 

 以上をまとめると、スタージョン首席大臣は、2022年6月28日の声明において、（ⅰ）英国政府

と「30条命令（a section 30 order）の条件について交渉する用意があり、意欲がある」というスタ

ンスを示した上で、（ⅱ）「スコットランド独立住民投票法案（Scottish Independence Referendum Bill）」

を公表する旨発表し（住民投票の実施日を2023年10月19日と設定。）、（ⅲ）当該法案の規定が留保

事項に関連するかどうかという問題を最高裁に付託する手続が進んでいることを明らかにし、（ⅳ）

左記付託について最高裁により否定的な司法判断が下された場合には、総選挙を「事実上（‛de 

facto’）」の住民投票となることを示唆した、ということになる。スコットランド独立の是非を問

う住民投票の実施に向けていくつものステップが示されてはいるが、先行きの不透明さが残る形

になったともいえよう。英国政府が30条命令（a section 30 order）に係る交渉に消極的な姿勢を見

せていることから、スコットランド政府が提案している独立住民投票法案に係る最高裁への付託

について、どのような司法判断が下されるかに注目が集まることになった。 

 

②2022年11月23日最高裁判決（独立住民投票法案に係るスコットランド議会の権限等） 

 上述のスコットランド政府の法務長官（Lord Advocate）の付託について、最高裁は、2022年11月

23日に判決を下した226。最高裁は、（ⅰ）付託された質問が（1998年スコットランド法附則6条34

項に基づき最高裁に付託することができる）「分権問題（a devolution issue）」であるかどうか、（ⅱ）

「分権問題」であるならば、最高裁は当該付託を受理すべきか、（ⅲ）受理すべきであるとして、

スコットランド議会はスコットランド独立についての住民投票を実施するための立法をする権限

を有するか、という３つの争点について、この順に検討した。 

第一の争点について、最高裁は、付託された質問（the question referred）が「分権問題（a devolution 

issue）」であることから、本法廷がそれに結論を下す管轄権を有すると結論づけ（判決47段）、第

二の争点について、当該付託を受理すべきである（当該付託が仮定の（hypothetical）、純理論的な

（academic）、又は時期尚早（premature）なものとは考えられない）と結論づけた（判決53～54段）。 

第三の争点については、最高裁は、次のように判示した227。「当該法案の目的は、スコットラン

ドが独立国家となるべきかどうかという質問についての合法的な住民投票を実施することにある。

その質問は、明らかに、スコットランドとイングランドの間の連合が終了されるべきかという質

問と、スコットランドが英国国会の主権に服することをやめるべきかという質問を含むものであ

る」（判決77段）。当該法案の効果は住民投票を実施することにとどまらない（判決78段）。たとえ

当該住民投票に即時の法的影響がなくとも（no immeditate legal consequences）、当該住民投票は、

重大な政治的影響を伴う政治的イベントとなろう（判決81段）。すなわち、 

 
 226  Lord Advocate's reference [2022] UKSC 31. <https://www.supremecourt.uk/cases/docs/uksc-2022-0098-judgment.pdf>, 

(accessed 2023-01-05).  
 227  なお、スコットランド議会の制定法の規定が「留保事項」に関連するかどうかという質問は、「（特に）すべ

ての事情における［当該規定の］効果を考慮しながら、当該規定の目的への参照により」判定すべきものとさ

れている（1998 年スコットランド法 29 条 3 項。See Torrance (2023), p.27.）。スコットランド議会の立法上の権

限が及ばない（英国国会に留保されている）「留保事項」には、「スコットランドとイングランドの王国の連合

（the Union of the Kingdoms of Scotland and England）」と「英国（ＵＫ）の国会（the Parliament of the United 
Kingdom）」が含まれている（1998 年スコットランド法附則 5 条）。 
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当該法案で示された質問についての合法的な住民投票は、たとえその結果に即時の法的影響

がなくとも、そしてそれに基づいて行動するといういかなる政治的なコミットメントも英国

政府が与えていなかったとしても、疑いなく重大な政治的なイベントとなろう。明確な結果

は、質問がどちらの方に答えられたとしても、民主主義を根拠とする憲法と政治的な文化に

おいて、スコットランドの有権者の見解の民主的な表明として権威を有するであろう。英国

（ＵＫ）にとどまるか、あるいは分離を追求するという［スコットランドの有権者の］願い

の明確な表明は、どちらの見解が広まるかによって、連合の民主的な正統性を強めるか又は

弱めるものであり、独立運動の民主的な実績（credentials）を支えるか又は損なうであろう。

それは、結果的に、連合と英国国会に関連する重大な政治的影響を有するであろう。（判決81

段） 

 

そして、最高裁は、結論として、「住民投票において問われる質問が『スコットランドは独立国

家であるべきか（Should Scotland be an independent country？）』となると定める、提案されたスコ

ットランド独立住民投票法案の規定は、留保事項に関連」し、特に（ⅰ）スコットランドとイン

グランドの王国の連合と（ⅱ）英国（ＵＫ）の国会という留保事項に関連するという判断を行っ

た（判決92段）。したがって、当該法案はスコットランド議会の権限外にあるとの司法判断が下さ

れたことになる。 

 上記の最高裁の司法判断が示された当日、スコットランド政府のスタージョン首席大臣は、記

者会見を開いた228。その記者会見において、まず、スタージョン首席大臣は、「明らかに非常に失

望しているが、［最高裁］の判決を尊重し、受け入れる」旨の発言をした。一方で、スタージョン

首席大臣は、「［最高裁］は、住民投票のための民主的な負託があるかどうかを決定するように頼

まれたわけではなかった」と指摘し、「住民投票のための負託と議会の過半数は、否定できないも

のである」と述べた。 

続けて、スタージョン首席大臣は、「それ［＝最高裁が諮問的な住民投票でさえも英国国会に留

保事項であると結論づけたこと］の意味するところは、スコットランド政府と英国政府の間でそ

の権限を変える30条命令又は国会制定法のための合意がないことには、スコットランド議会は、

スコットランド人民が実行するように支持した住民投票のための立法をすることができないとい

うことである。」とし、「それは、いかなる独立の支持者にとっても－そして間違いなくいかなる

民主主義の支持者にとっても－飲み込みがたい苦い事実（a hard pill to swallow）である」と述べて

いる。ここに至って、スコットランド政府（ないしＳＮＰ）の主張の基礎をなす「人民主権の論

理」と英国の憲法原則の柱である「国会主権の原則」の衝突が改めて浮き彫りになったというこ

とができるのではないだろうか。 

この記者会見でスタージョン首席大臣は、「今までは、英国（ＵＫ）が［複数の］ネイションの

自主的なパートナーシップであることが、－独立を支持する者だけでなく、独立に反対する者に

よっても－理解され、認められてきた」が、今日の判決によって「［1998年］スコットランド法が

 
 228  SNP website (2022).  
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実際には、英国（ＵＫ）を構成する関係の基礎の長年の理解を支持するものではなく－逆にその

理解を完全に崩壊させるものである」ことがわかった、と述べている。このようにＳＮＰの党首

でもあるスタージョン首席大臣が、英国（ＵＫ）に係る「国家観」（の変質）について言及してい

ることは興味深い。ここで示されているスコットランド独立の「論拠」は、スコットランド政府

が2022年7月に公表した文書（Renewing Democracy through Independence）において展開されていた

主張と重なるところがあるといえよう229。 

その上で、この記者会見において、スタージョン首席大臣は、2022年6月にも言及していた「事

実上の住民投票（a de facto referendum）」の検討作業に入ることを表明した。これは、次の庶民院

総選挙を事実上の住民投票と位置付けるという構想である。これに関し、スタージョン首席大臣

は、次のとおり述べた。 

 

今や最高裁の判決が知られ、そして事実上の住民投票（a de facto referendum）がもはや仮定の

ものではなくなったので、私たちがカントリーに付すつもりであるとする提案（the proposition）

の正確な詳細について同意する必要がある－例えば、私たちのマニフェストがとる形式、私

たちが提示する質問、どのように私たちがＳＮＰの他に支持を集めようとするか、そして仮

に私たちが勝った場合に独立を達成するためにどのようなステップを私たちがとるか、であ

る。230 

 

 ただし、上記の「提案（the proposition）の正確な詳細」をみてもわかるように、スコットラン

ド独立を達成するための「事実上の住民投票（a de facto referendum）」を内外で認められるものと

するには乗り越えるべき数々の問題があることが想定される。例えば、ＳＮＰ以外の国政政党は、

スコットランド独立の是非という争点以外の広範囲の政策分野にわたる争点に関するマニフェス

トを掲げて選挙運動を繰り広げる可能性が高い231。この場合に庶民院総選挙がスコットランド独

立の是非を問う「事実上の住民投票（a de facto referendum）」であると説得的に主張することがで

きるのか（そしてそれが国際的にも認められるのか）という問題が生じることも予想される。こ

れは、スコットランドの独立の正統性に関わる根本的な事柄といえよう。 

 こうしてみると、スコットランド政府が、（英国政府の同意を必要としない）独立の是非を問う

住民投票を実施する現実的な道筋を見出すことにはかなりの困難が伴うのではないか、と考える。

その意味では、本件最高裁判決は、スコットランド独立の実現可能性を低める影響を有している

といえよう。もっとも、これをもってＳＮＰが率いるスコットランド政府の独立を求める動きに

終止符が打たれたとみることもできないのではないか。英国（ＵＫ）の憲法体制にはスコットラ

 
 229  当該文書において、スコットランド政府は、「英国は、少なくともこれまでは複数のカントリーの自主的な

連合（a voluntary union of countries）とみなされてきたが、2016 年以来、英国（ＵＫ）の制度内にある根本的な

ウェストミンスターの権威がより強く主張されるようになって、スコットランドの『自治』を確保することが

困難になってきた」という趣旨の主張を展開している。本稿 pp.15-19 参照。 
 230  SNP (2022).  
 231  スナク首相は、2022 年 11 月 23 日、庶民院において、「私は、スコットランド人民は、それが経済であろう

と、ＮＨＳへの支援であろうと、あるいは確かにウクライナへの支援であろうと、私たちが集団的に直面して

いる主要な課題を解決（fix）することに私たちが取り組むことを望んでいる、と考える」と述べた（Torrance 
(2023), p.107.）。 
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ンド人民の意思が十分に反映されておらず、英国国会/政府による統治がスコットランド人民にと

っての利益をもたらしていない、とスコットランド政府が主張する余地は残されているからであ

る232。 

 なお、スタージョン首席大臣は、当該記者会見において、「ウェストミンスターによる統治のた

めに」引き起こされた問題を示しつつ、「スコットランドが独立するための論拠は、かつてないほ

どより差し迫った、緊急のものになっている」と強調した。例えば、「英国経済が危機に陥ってい

る」、「実際に機能せず、私たちの人口を成長させるニーズを満たさない移民・庇護制度（an 

immigration and asylum system）に私たちが従っている」、「分権（devolution）が提供する限られた

自治でさえも（even the limited measure of self-government）もはや保証されない」といった問題は、

ウェストミンスターによる統治によるものと断じているのである。特に、「ウェストミンスターの

支配に従ったままであると、永遠にＥＵの外であり続ける」とし、スコットランドが投票しなか

ったブレグジットのために人民がますます重い代償を払わされているという趣旨の主張をスター

ジョン首席大臣がしていることは注目されよう。英国国会/政府が「ブレグジット」を実行したこ

とは、（少なくともこの時点では）スコットランド政府ないしＳＮＰが「スコットランド独立がス

コットランド人民にとってより良い将来をもたらすものである」と主張する「論拠」の一つとな

っていたとみられる 233。 

 

７．結び 

 

本稿の主題は、ブレグジット・プロセスを通じて、英国の国家としての「一体性」にどのよう

な変化が生じているのか、というものであった。そこで、本稿では、英国（ＵＫ）を構成する４つ

の「領域」（イングランド、ウェールズ、スコットランド及び北アイルランド）の中でも、特に独

立への志向性が高いスコットランド政府と英国政府の間の関係に焦点を当て、「分権（devolution）」

についての認識の齟齬が両者の間に相当程度の緊張を生んできたことを観察してきた。 

「分権（devolution）」の進展を通じて、英国（ＵＫ）を構成する４つの「領域」のうち３つの「領

域」に一定の事項についての「自治権」を有する分権議会/政府が置かれることになったことは、

英国の「一体性」の維持・確保の文脈から特に注目すべきことであろう。このような「分権

（devolution）」は、各「領域」の分離独立を抑え、英国の国家（連合王国）としての「一体性」を

維持する意図をもって行われたとされる。その一方で、「分権（devolution）」は、スコットランド

等が（スコットランド人民の意思を反映する形で）英国国会/政府とは異なる政治的意思を発信し、

分権事項について独自の政策決定をすることができるような制度的な環境を整える側面もあると

 
 232  ニコラ・スタージョン氏は、2023 年 2 月 15 日、スコットランド政府の首席大臣とＳＮＰの党首を辞任する

ことを表明した。本稿で示されているスコットランド独立に係る「論拠」や独立に向けての戦略等は、スター

ジョン氏がスコットランド政府の首席大臣を務めていた時期のものであることに留意する必要がある（特に、

次の庶民院総選挙を事実上の住民投票と位置付けるという構想については、執筆時点で実質的に白紙の状態と

なっている。）。 
 233  スコットランド政府は、独立の経済的な「論拠」を示す文書（A Stronger economy with independence）を 2022
年 10 月に公表している。See Scottish Government (2022c). 
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いえるだろう。このような地合いにあって、ブレグジットという新しい統治課題に直面した英国

政府が展開してきた政策は、英国内全域に効力・効果が及ぶものであり、しばしば分権事項と「交

差」するものであった。英国政府は、（ⅰ）英国の国家としての「一体性」の維持・確保と（ⅱ）

分権議会/政府の「自律性（自治権、自決権）」の尊重という２つの要請に応えなければならない

という難題を抱えることになったといえよう。そして、スコットランド等の分権政府からは、（特

に2016年の国民投票でＥＵ離脱支持票が多数となった結果が出た後の）英国政府の「振る舞い」

は、上記の２つの要請のうち前者に強く傾斜するものと受け止められ、「分権（devolution）」の意

義を没却するものとして批判の対象となったとみられる。 

このことが、ブレグジット関連の基本的な国会制定法である2018年欧州連合（離脱）法と2020

年英国国内市場法の立法過程において観察されることは本稿で述べたとおりである。前者は、Ｅ

Ｕから「取り戻された」権限の所在と配分はどうあるべきか（あるいは英国規模の「共通枠組み

（common frameworks）」をどのように設けるべきか）という観点から、そして、後者は、英国国

内市場の「一体性」の確保という目的の下で分権政府の規制上ないし政策上の自律性がどれだけ

尊重されるか（あるいは損なわれるか）という観点から、スコットランド等の分権政府にとって

の重大な関心事となった。前者の2018年欧州連合（離脱）法については、スコットランド政府と

ウェールズ政府の対応は分かれることになったが、後者の2020年英国国内市場法については、両

者とも立法同意を与えることを留保した。そのような状況であっても、２つの国会制定法が成立

したことの含意するところは、何だろうか。憲法原則の柱である「国会主権の原則」からこのよ

うな結果が導かれることは想定の範囲内ではあるだろう。ただし、このような立法過程を通じて、

「国会主権の原則」と「分権（devolution）による分権議会/政府の自律性」との調和を図る性格を

帯びている「セウェル習律（Sewel Convention）」が十全に機能していないという主張が勢いを増し

たことも否めないのではないだろうか。もちろん、「セウェル習律（Sewel Convention）」は、分権

事項に関わる政策分野について常に分権政府の意思どおりの立法を求めることができること（分

権議会の同意なしには立法ができないこと）を意味するものではない。それは、「国会主権の原則」

と正面から衝突するものである。ただし、たとえ英国政府が自ら提出した法案が「セウェル習律

（Sewel Convention）」に含まれると認めた場合であっても、分権議会の「立法同意（legislative 

consent）」なしに立法がなされるという実績が重なると、英国政府と分権政府の間の信頼関係が緊

張にさらされる状況を招きかねないおそれもあろう。 

 2014年にスコットランド独立の是非を問う住民投票が実施された経緯等からみても、スコット

ランドにおける英国からの分離独立運動は、もともとはブレグジットと直接の関係がないもので

あった。しかしながら、英国がブレグジットという選択に踏み切ったことは、2016年の国民投票

においてスコットランド人民の過半数が残留支持に票を投じたという事実とあいまって、スコッ

トランド政府（ないしＳＮＰ）に対して、再び「２回目の住民投票」を行うことに正当性がある

という「論拠」を与えることになったとみることができよう。 

そのような状況下にあって、「スコットランド独立の是非を問う住民投票を英国政府の同意なし

に実施することはできない（スコットランド政府が提案したスコットランド独立住民投票法案の

規定は留保事項に関連するものであって、スコットランド議会の権限外にある）」とする最高裁の

司法判断が下されたことによって、スコットランド独立という形での英国の一体性の「崩壊」の
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可能性は当面後退したようにみえる。分権議会の権限は、国会制定法である分権諸法によって規

定されることを改めて示す形となった。その意味で、英国の憲法原則である「国会主権の原則」

が、英国の国家（連合王国）としての「一体性」を維持する上で鍵となる役割を果たしていると

みることもできよう。一方で、このような展開は、「分権機関の立場の『脆弱性』は英国の憲法制

度に内在する問題である」という見解234に立ち、独立が最善の選択肢と主張するスコットランド

政府にとっての「論拠」を補強する側面もあったとみることもできる。ただし、ニコラ・スター

ジョン氏が、2023年2月15日、スコットランド政府の首席大臣とＳＮＰの党首を辞任することを表

明したことは、スコットランドの独立運動に少なからぬ影響を与える可能性がある。スタージョ

ン氏が長年スコットランド独立運動を率いる象徴的な存在を果たしてきたことには疑いがなく、

スタージョン氏の退場によってスコットランド独立運動が一つの節目を迎えたということができ

よう。これは、スコットランド独立運動の終焉を必ずしも意味するものではない。しかしながら、

スタージョン氏の後継者及びＳＮＰは、スコットランド独立を支持する層を拡大するための「戦

略」を練り直すことを迫られることになるのではないだろうか。 

なお、当該司法判断が下された当日の記者会見で、スタージョン首席大臣が「『英国（ＵＫ）が

［複数の］ネイションの自主的なパートナーシップである』という理解が成立しなくなった」旨

主張したことは、英国が直面している問題の深刻さを物語っている。このような主張は、英国政

府と分権政府のそれぞれの「国家観」や「主権論」（「国会主権」対「人民主権」）に根ざすもので

あるとみられることから、英国政府と分権政府がどういう関係にあるべきかをめぐって打開困難

な問題が生じていることが示唆されよう。英国政府とスコットランド等の分権政府の間の信頼関

係が十分に醸成されているといえる状況にはなく、それぞれの「領域」の「自律性」も尊重する

形で、英国の国家としての「一体性」を長期にわたって確保できるか否かは、未決の課題として

残っていると思われる。 

このように、英国の国家としての「一体性」を揺るがしてきたブレグジットは、いまだ真の意

味では決着していないということができよう。これはスコットランド独立に限った問題ではない。

特に、北アイルランドでは、北アイルランド議定書の運用をめぐってユニオニストとナショナリ

ストの対立がみられ、「権力分有の原則」に立つ共同統治が試練にさらされている。英国政府にと

っても、ＥＵとの間でどのような関係を築いていくかという論点とも絡み、その対応が問われて

きた235。これも英国の国家としての在り方に深く関わる問題であるが、本稿で扱うことができな

かった。また別の機会に譲りたい。 

 

 

 

 

 

 
 234  本稿 pp.17-19 参照。 
 235  本稿の最終執筆時点（日本時間 2023 年 2 月 27 日）において、北アイルランドをめぐる貿易ルールに関し英

ＥＵ間で合意が成立したという報に接した。今後の英ＥＵ関係や英国国内政治にとって重要なインプリケーシ

ョンを有するものとみられるが、その考察についてはここでは立ち入らない。 
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